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議案第２８号 

 

倉吉市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用等についての市費負担に

関する条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用等についての市費

負担に関する条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条

第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用等についての市費負担に関する

条例の一部を改正する条例 

 

倉吉市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用等についての市費負担に関する条

例（平成５年倉吉市条例第18号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同 

表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 

 改正後 改正前 

  

（市費の支払） （市費の支払） 

第５条 市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方である一

般乗用旅客自動車運送事業者その他の者（以下「一

般乗用旅客自動車運送事業者等」という。）に支

払うべき金額のうち、次の各号に掲げる区分に応

じ当該各号に定める金額を、第３条第１項に規定

する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車運送事

業者等からの請求に基づき、当該一般乗用旅客自

動車運送事業者等に対し支払う。 

第５条 市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方である一

般乗用旅客自動車運送事業者その他の者（以下「一

般乗用旅客自動車運送事業者等」という。）に支

払うべき金額のうち、次の各号に掲げる区分に応

じ当該各号に定める金額を、第３条第１項に規定

する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車運送事

業者等からの請求に基づき、当該一般乗用旅客自

動車運送事業者等に対し支払う。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 当該契約が一般運送契約以外の契約である

場合 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定め

る金額 

(２) 当該契約が一般運送契約以外の契約である

場合 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定め

る金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約

（以下「自動車借入れ契約」という。）であ

る場合 当該選挙運動用自動車（同一の日に

おいて自動車借入れ契約により２台以上の選

挙運動用自動車が使用される場合には、当該

候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用

自動車に限る。）のそれぞれにつき、選挙運

動用自動車として使用された各日についてそ

の使用に対し支払うべき金額（当該金額が

15,800円を超える場合には、15,800円）の合

計金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約

（以下「自動車借入れ契約」という。）であ

る場合 当該選挙運動用自動車（同一の日に

おいて自動車借入れ契約により２台以上の選

挙運動用自動車が使用される場合には、当該

候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用

自動車に限る。）のそれぞれにつき、選挙運

動用自動車として使用された各日についてそ

の使用に対し支払うべき金額（当該金額が

15,300円を超える場合には、15,300円）の合

計金額 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給

に関する契約である場合 当該契約に基づき

当該選挙運動用自動車に供給した燃料の代金

（当該選挙運動用自動車（これに代わり使用

される他の選挙運動用自動車を含む。）が既

に前条の届出に係る契約に基づき供給を受け

た燃料の代金と合算して、7,560円に当該候補

者につき法第86条の４第１項、第２項、第５

項、第６項又は第８項の規定による届出のあ

った日から当該選挙の期日の前日までの日数

に乗じて得た金額に達するまでの部分の金額

であることにつき、委員会が定めるところに

より、当該候補者からの申請に基づき、委員

会が確認したものに限る。） 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給

に関する契約である場合 当該契約に基づき

当該選挙運動用自動車に供給した燃料の代金

（当該選挙運動用自動車（これに代わり使用

される他の選挙運動用自動車を含む。）が既

に前条の届出に係る契約に基づき供給を受け

た燃料の代金と合算して、6,700円に当該候補

者につき法第86条の４第１項、第２項、第５

項、第６項又は第８項の規定による届出のあ

った日から当該選挙の期日の前日までの日数

に乗じて得た金額に達するまでの部分の金額

であることにつき、委員会が定めるところに

より、当該候補者からの申請に基づき、委員

会が確認したものに限る。） 

ウ 略 ウ 略 
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（市費負担） （市費負担） 

第７条 略 第７条 略 

２ 前項の規定による費用の負担の限度額は、候補

者１人について、ビラ１枚当たりの作成単価（当

該作成単価が７円51銭を超える場合にあっては、

７円51銭）にビラの作成枚数（当該作成枚数が基

準枚数（法第142条第１項第６号に定める枚数をい

う。以下この条及び第９条において同じ。）を超

える場合にあっては、当該基準枚数）を乗じて得

た金額とする。 

２ 前項の規定による費用の負担の限度額は、候補

者１人について、ビラ１枚当たりの作成単価（当

該作成単価が７円30銭を超える場合にあっては、

７円30銭）にビラの作成枚数（当該作成枚数が基

準枚数（法第142条第１項第６号に定める枚数をい

う。以下この条及び第９条において同じ。）を超

える場合にあっては、当該基準枚数）を乗じて得

た金額とする。 

  

（市費の支払） （市費の支払） 

第９条 市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビ

ラの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、

当該契約に基づき作成されたビラの１枚当たりの

作成単価（当該作成単価が７円51銭を超える場合

にあっては、７円51銭）に当該ビラの作成枚数（当

該候補者を通じて、基準枚数の範囲内のものであ

ることにつき、委員会が定めるところにより、当

該候補者からの申請に基づき、委員会が確認した

ものに限る。）を乗じて得た金額を第３条第１項

に規定する場合に限り、当該ビラの作成を業とす

る者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業と

する者に対し支払う。 

第９条 市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビ

ラの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、

当該契約に基づき作成されたビラの１枚当たりの

作成単価（当該作成単価が７円30銭を超える場合

にあっては、７円30銭）に当該ビラの作成枚数（当

該候補者を通じて、基準枚数の範囲内のものであ

ることにつき、委員会が定めるところにより、当

該候補者からの申請に基づき、委員会が確認した

ものに限る。）を乗じて得た金額を第３条第１項

に規定する場合に限り、当該ビラの作成を業とす

る者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業と

する者に対し支払う。 

  

（市費の支払） （市費の支払） 

第12条 市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポ

スターの作成を業とする者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された掲示場用ポスタ

ーの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、525

円６銭に当該選挙が行われる区域におけるポスタ

ー掲示場の数を乗じて得た金額に70,200円を加え

た金額を当該選挙が行われる区域におけるポスタ

ー掲示場の数で除して得た金額（１円未満の端数

がある場合には、その端数は、１円とする。以下

「単価の限度額」という。）を超える場合には、

当該単価の限度額)に当該掲示場用ポスターの作

成枚数（当該候補者を通じて当該選挙が行われる

区域におけるポスター掲示場の数に相当する数の

範囲内のものであることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に基づき、

委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金

額を、第３条第１項に規定する場合に限り、当該

ポスターの作成を業とする者からの請求に基づ

き、当該ポスターの作成を業とする者に対し支払

う。 

第12条 市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポ

スターの作成を業とする者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された掲示場用ポスタ

ーの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、510

円48銭に当該選挙が行われる区域におけるポスタ

ー掲示場の数を乗じて得た金額に66,950円を加え

た金額を当該選挙が行われる区域におけるポスタ

ー掲示場の数で除して得た金額（１円未満の端数

がある場合には、その端数は、１円とする。以下

「単価の限度額」という。）を超える場合には、

当該単価の限度額)に当該掲示場用ポスターの作

成枚数（当該候補者を通じて当該選挙が行われる

区域におけるポスター掲示場の数に相当する数の

範囲内のものであることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に基づき、

委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金

額を、第３条第１項に規定する場合に限り、当該

ポスターの作成を業とする者からの請求に基づ

き、当該ポスターの作成を業とする者に対し支払

う。 

  

 
附 則 
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この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２９号 

 

倉吉市個人情報保護条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市個人情報保護条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

倉吉市個人情報保護条例（平成17年倉吉市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表

の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を

当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。 

 

 改正後 改正前 

  

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１)～(５) 略  (１)～(５) 略  

(６) 情報提供等記録 番号法第23条第１項及び

第２項（これらの規定を番号法第26条において

準用する場合を含む。）の規定による記録に記

録された特定個人情報をいう。 

(６) 情報提供等記録 番号法第23条第１項及び

第２項の規定による記録に記録された特定個人

情報をいう。 

(７)～(９) 略  (７)～(９) 略  

  

（保有個人情報の提供先への通知） （保有個人情報の提供先への通知） 

第31条の２ 実施機関は、第29条第１項の規定によ

り保有個人情報の訂正をした場合において、必要

があると認めるときは、当該保有個人情報の提供

先（情報提供等記録にあっては、総務大臣及び番

号法第19条第７号に規定する情報照会者若しくは

情報提供者又は同条第８号に規定する条例事務関

係情報照会者若しくは条例事務関係情報提供者

（当該訂正に係る情報提供等記録に記録された者

であって、当該実施機関以外のものに限る。））

に対し、遅滞なく、その旨を通知するものとする。 

第31条の２ 実施機関は、第29条第１項の規定によ

り保有個人情報の訂正をした場合において、必要

があると認めるときは、当該保有個人情報の提供

先（情報提供等記録にあっては、総務大臣及び番

号法第19条第７号に規定する情報照会者又は情報

提供者（当該訂正に係る情報提供等記録に記録さ

れた者であって、当該実施機関以外のものに限

る。））に対し、遅滞なく、その旨を通知するも

のとする。 

  

（利用停止の請求） （利用停止の請求） 

第32条 何人も、第24条第１項の規定により開示を

受けた自己を本人とする保有個人情報（情報提供

等記録を除く。）が次の各号のいずれかに該当す

ると思料するときは、この条例の定めるところに

より、当該保有個人情報を保有する実施機関に対

し、当該各号に定める措置を請求することができ

る。 

第32条 何人も、第24条第１項の規定により開示を

受けた自己を本人とする保有個人情報（情報提供

等記録を除く。）が次の各号のいずれかに該当す

ると思料するときは、この条例の定めるところに

より、当該保有個人情報を保有する実施機関に対

し、当該各号に定める措置を請求することができ

る。 

(１) 第６条の規定に違反して収集されたもので

あるとき、第７条並びに第７条の２第１項及び

第２項の規定に違反して利用されているとき、

番号法第20条の規定に違反して収集され、若し

くは保管されているとき又は番号法第29条の規

定に違反して作成された特定個人情報ファイル

（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報

ファイルをいう。）に記録されているとき 当

該保有個人情報の利用の停止又は消去 

(１) 第６条の規定に違反して収集されたもので

あるとき、第７条並びに第７条の２第１項及び

第２項の規定に違反して利用されているとき、

番号法第20条の規定に違反して収集され、若し

くは保管されているとき又は番号法第28条の規

定に違反して作成された特定個人情報ファイル

（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報

ファイルをいう。）に記録されているとき 当

該保有個人情報の利用の停止又は消去 

(２) 略 (２) 略 
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附 則 

 この条例は、平成29年５月30日から施行する。 
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議案第３０号 

 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部改正について 

 

次のとおり職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正することについて、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年倉吉市条例第２号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「追加条」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の

欄中下線が引かれた部分（追加条を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改

正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部

分を加える。 

 

 改正後 改正前 

  

（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務） （育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務） 

第８条 任命権者は、次に掲げる職員が規則の定め

るところにより、その子（民法（明治29年法律第

89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該

職員との間における同項に規定する特別養子縁組

の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請

求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場

合に限る。）であって、当該職員が現に監護するも

の、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第

１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に

規定する養子縁組里親である職員に委託されてい

る児童その他これらに準ずる者として規則で定め

る者を含む。以下この条及び次条において同じ。）

を養育するために請求した場合には、公務の運営

に支障がある場合を除き、規則の定めるところに

より、当該職員に当該請求に係る早出遅出勤務（始

業及び終業の時刻を、職員が育児又は介護を行う

ためのものとしてあらかじめ定められた特定の時

刻とする勤務時間の割り振りによる勤務をいう。）

をさせるものとする。 

第８条 任命権者は、次に掲げる職員が規則の定め

るところにより、その子を養育するために請求し

た場合には、公務の運営に支障がある場合を除き、

規則の定めるところにより、当該職員に当該請求

に係る早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、職

員が育児又は介護を行うためのものとしてあらか

じめ定められた特定の時刻とする勤務時間の割り

振りによる勤務をいう。）をさせるものとする。 

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略 

２ 前項の規定は、第15条第１項に規定する要介護

者を介護する職員について準用する。この場合に

おいて、前項中「次に掲げる職員が規則の定める

ところにより、その子（民法（明治29年法律第89

号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職

員との間における同項に規定する特別養子縁組の

成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求

に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合

に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項

第３号の規定により同法第６条の４第２号に規定

する養子縁組里親である職員に委託されている児

童その他これらに準ずる者として規則で定める者

を含む。以下この条及び次条において同じ。）を養

育」とあるのは「第15条第１項に規定する要介護

者のある職員が、規則の定めるところにより、当

該要介護者を介護」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定は、第15条第１項に規定する日常生

活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」と

いう。）を介護する職員について準用する。この

場合において、前項中「次に掲げる職員が規則の

定めるところにより、その子を養育」とあるのは

「第15条第１項に規定する日常生活を営むのに支

障がある者（以下「要介護者」という。）のある

職員が、規則の定めるところにより、当該要介護

者を介護」と読み替えるものとする。 
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（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外

勤務の制限） 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外

勤務の制限） 

第８条の２ 略 第８条の２ 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

４ 前３項の規定は、第15条第１項に規定する要介

護者を介護する職員について準用する。この場合

において、第１項中「小学校就学の始期に達する

までの子のある職員（職員の配偶者でその子の親

であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５

時までの間をいう。以下この項において同じ。）

において常態としてその子を養育することができ

るものとして規則で定める者に該当する場合にお

ける当該職員を除く。）が、規則の定めるところ

により、その子を養育」とあり、第２項中「３歳

に満たない子のある職員がその子を養育」とあり、

及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子

のある職員が、規則の定めるところにより、その

子を養育」とあるのは「第15条第１項に規定する

日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護

者」という。）のある職員が、規則で定めるとこ

ろにより、当該要介護者を介護」と、第１項中「深

夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌

日の午前５時までの間をいう。）における」と、

第２項中「当該請求をした職員の業務を処理する

ための措置を講ずることが著しく困難である」と

あるのは「公務の運営に支障がある」と読み替え

るものとする。 

４ 第１項及び前項の規定は、要介護者を介護する

職員について準用する。この場合において、第１

項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員（職員の配偶者でその子の親であるものが、

深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をい

う。以下この項において同じ。）において常態と

してその子を養育することができるものとして規

則で定める者に該当する場合における当該職員を

除く。）が、規則の定めるところにより、その子

を養育」とあるのは「要介護者のある職員（規則

で定める者に該当する場合における当該職員を除

く。）が、規則の定めるところにより、当該要介

護者を介護」と、「深夜における」とあるのは「深

夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をい

う。）における」と、前項中「小学校就学の始期

に達するまでの子のある職員が、規則の定めると

ころにより、その子を養育」とあるのは「要介護

者のある職員（規則で定める者に該当する場合に

おける当該職員を除く。以下この項において同

じ。）が、規則の定めるところにより、当該要介

護者を介護」と読み替えるものとする。 

５ 略 ５ 略 

  

（休暇の種類） （休暇の種類） 

第11条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

特別休暇、介護休暇及び介護時間とする。 

第11条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

特別休暇及び介護休暇とする。 

  

（介護休暇） （介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者等で

負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるものをいう。

以下同じ。）の介護をするため、規則の定めるとこ

ろにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々

が当該介護を必要とする一の継続する状態ごと

に、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えな

い範囲内で指定する期間（以下「指定期間」とい

う。）内において勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇とする。 

第15条 介護休暇は、職員が配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者

の父母その他規則に定める者で負傷、疾病又は老

齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営

むのに支障があるものの介護をするため、勤務し

ないことが相当であると認められる場合における

休暇とする。 

２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と

認められる期間とする。 

２ 介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が

同項に規定する介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、連続する６月の期間内において必要と

認められる期間とする。 

３ 介護休暇については、倉吉市職員の給与に関す

る条例第 14 条の規定にかかわらず、その勤務しな

３ 介護休暇については、倉吉市職員の給与に関す

る条例第 14 条の規定にかかわらず、その勤務しな
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い１時間につき、同条例第 18条に規定する勤務１

時間当たりの給与額を減額する。 

い１時間につき、同条例第 18条に規定する勤務時

間１時間当たりの給与額を減額する。 

  

（介護時間）  

第15条の２ 介護時間は、職員が要介護者の介護を

するため、要介護者の各々が当該介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間

（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を

除く。）内において１日の勤務時間の一部につき

勤務しないことが相当であると認められる場合に

おける休暇とする。 

 

２ 介護時間の時間は、前項に規定する期間内にお

いて１日につき２時間を超えない範囲内で必要と

認められる時間とする。 

 

３ 介護時間については、倉吉市職員の給与に関す

る条例第14条の規定にかかわらず、その勤務しな

い１時間につき、同条例第18条に規定する勤務１

時間当たりの給与額を減額する。 

 

  

（病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間の

承認） 

（病気休暇、特別休暇及び介護休暇の承認） 

第16条 病気休暇、特別休暇（規則に定めるものを

除く。）、介護休暇及び介護時間については、規

則に定めるところにより、任命権者の承認を受け

なければならない。 

第16条 病気休暇、特別休暇（規則に定めるものを

除く。）及び介護休暇については、規則に定める

ところにより、任命権者の承認を受けなければな

らない。 

  

 
（倉吉市現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２条 倉吉市現業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和44年倉吉市条例第16号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削り、同表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

 

 改正後 改正前 

  

（給与の減額） （給与の減額） 

第14条 略 第14条 略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子を養育するため、１日の勤

務時間の一部を勤務しないことをいう。）、介護

休暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子等

で、負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むの

に支障があるものをいう。以下この項において同

じ。）の介護をするため、勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇をいう。）、

介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため

１日の勤務時間の一部を勤務しないことが相当と

認められる場合における休暇をいう。）、修学部分

休業（当該職員が修学のため１週間の勤務時間の

一部を勤務しないことをいう。）又は高齢者部分

休業（当該職員が55歳に達した日以後の日から定

年退職の日までの間において、１週間の勤務時間

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子を養育するため、１日の勤

務時間の一部を勤務しないことをいう。）、介護

休暇（当該職員が配偶者、父母、子等で、負傷、

疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があ

るものの介護をするため、勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇として規則

に定めるものをいう。）、修学部分休業（当該職

員が修学のため１週間の勤務時間の一部を勤務し

ないことをいう。）又は高齢者部分休業（当該職

員が55歳に達した日以後の日から定年退職の日ま

での間において、１週間の勤務時間の一部を勤務

しないことをいう。）の承認を受けて勤務しない

場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務し

ない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を
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の一部を勤務しないことをいう。）の承認を受け

て勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、

その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たり

の給与額を減額して給与を支給する。 

減額して給与を支給する。 

  

 
（倉吉市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 倉吉市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和41年倉吉市条例第44号）の一部を

次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削り、同表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

 

 改正後 改正前 

  

（給与の減額） （給与の減額） 

第17条 略 第17条 略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子を養育するため、１日の勤

務時間の一部を勤務しないことをいう。）、介護

休暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子等

で、負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むの

に支障があるものをいう。以下この項において同

じ。）の介護をするため、勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇をいう。）、

介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため

１日の勤務時間の一部を勤務しないことが相当と

認められる場合における休暇をいう。）、修学部分

休業（当該職員が修学のため１週間の勤務時間の

一部を勤務しないことをいう。）又は高齢者部分

休業（当該職員が55歳に達した日以後の日から定

年退職の日までの間において、１週間の勤務時間

の一部を勤務しないことをいう。）の承認を受け

て勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、

その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たり

の給与額を減額して給与を支給する。 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子を養育するため、１日の勤

務時間の一部を勤務しないことをいう。）、介護

休暇（当該職員が配偶者、父母、子等で、負傷、

疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があ

るものの介護をするため、勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇として規程

に定めるものをいう。）、修学部分休業（当該職

員が修学のため１週間の勤務時間の一部を勤務し

ないことをいう。）又は高齢者部分休業（当該職

員が55歳に達した日以後の日から定年退職の日ま

での間において、１週間の勤務時間の一部を勤務

しないことをいう。）の承認を受けて勤務しない

場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務し

ない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を

減額して給与を支給する。 

  

 
附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正前の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第15条の規定により介護休暇の承

認を受けた職員であって、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）において当該介護休暇の初日

（以下単に「初日」という。）から起算して６月を経過していないものの当該介護休暇に係る第１条の規

定による改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第15条第１項に規定する指定期間については、

規則の定めるところにより、初日から当該職員の申出に基づく施行日以後の日（初日から起算して６月

を経過する日までの日に限る。）までの期間を指定するものとする。 

 

 

12





議案第３１号 

 

倉吉市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

倉吉市職員の育児休業等に関する条例（平成４年倉吉市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条、項、号及び号の細目の表示に下線が引かれた条、項、号及び号の細目（以下

「移動条項等」という。）に対応する同表の改正後の欄中条、項、号及び号の細目の表示に下線が引かれ

た条、項、号及び号の細目（以下「移動後条項等」という。）が存在する場合には、当該移動条項等を当

該移動後条項等とし、移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には、当該移動後条項等（以

下「追加条項等」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び号の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応

する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び号の表示並びに追加条項等を除く。以下「改正後部

分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部

分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。 

 

 改正後 改正前 

  

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 略 第２条 略 

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略 

(３) 育児休業法第２条第２項又は第３条第１項

の規定による請求があった時点において、次の

いずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職

員 

(３) 育児休業法第２条第２項又は第３条第１項

の規定による請求があった時点において、次の

いずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職

員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ア) 略 (ア) 略 

(イ) 当該請求に係る子（育児休業法第２条

第１項に規定する子をいう。以下同じ。）

の１歳６か月に達する日（以下「１歳６か

月到達日」という。）を超えて非常勤職員

として引き続き在職することが見込まれる

非常勤職員（当該子の１歳６か月到達日か

ら６か月を経過する日までの間に、その任

期が満了し、かつ、当該任期が更新されな

いこと及び非常勤職員として引き続き採用

されないことが明らかである非常勤職員を

除く。） 

(イ) 当該請求に係る子の１歳６か月に達す

る日（以下「１歳６か月到達日」という。）

を超えて非常勤職員として引き続き在職す

ることが見込まれる非常勤職員（当該子の

１歳６か月到達日から６か月を経過する日

までの間に、その任期が満了し、かつ、当

該任期が更新されないこと及び非常勤職員

として引き続き採用されないことが明らか

である非常勤職員を除く。） 

イ 略 イ 略 

  

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者）  

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定め

る者は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６

条の４第１号に規定する養育里親である職員（児

童の親その他の同法第27条第４項に規定する者の

意に反するため、同項の規定により、同法第６条

の４第１項に規定する里親であって養子縁組によ

って養親となることを希望している者として当該

児童を委託することができない職員に限る。）に

同法第27条第１項第３号の規定により委託されて

いる当該児童とする。 

 

  

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日）  

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定め  
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る日は、当該養育する子の１歳６か月到達日とす

る。 

  

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定め

る期間） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定め

る期間） 

第２条の４ 略 第２条の２ 略 

  

（再度の育児休業をすることができる特別の事

情） 

（再度の育児休業をすることができる特別の事

情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

(１) 育児休業をしている職員が、産前の休業を

始め、又は出産したことにより、当該育児休業

の承認が効力を失った後、当該産前の休業又は

出産に係る子が次に掲げる場合に該当すること

となったこと。 

(１) 育児休業をしている職員が産前の休業を始

め、若しくは出産したことにより当該育児休業

の承認が効力を失い、又は第５条に規定する事

由に該当したことにより当該育児休業の承認が

取り消された後、当該産前の休業若しくは出産

に係る子若しくは同条に規定する承認に係る子

が死亡し、又は養子縁組等により職員と別居す

ることとなったこと。 

ア 死亡した場合  

イ 養子縁組により職員と別居することとなっ

た場合 

 

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略 

(６) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する

こと。 

 

(７) その任期の末日を育児休業の期間の末日と

する育児休業をしている非常勤職員が、当該育

児休業に係る子について、当該任期が更新され、

又は当該任期の満了後に非常勤職員として引き

続き雇用されることに伴い、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き雇用される日を育児休業

の初日とする育児休業をしようとすること。 

 

  

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して

１年を経過しない場合に育児短時間勤務をするこ

とができる特別の事情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して

１年を経過しない場合に育児短時間勤務をするこ

とができる特別の事情） 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

(１) 育児短時間勤務（育児休業法第10条第１項

に規定する育児短時間勤務をいう。以下同じ。）

をしている職員が産前の休業を始め、又は出産

したことにより、当該育児短時間勤務の承認が

効力を失った後、当該産前の休業又は出産に係

る子が第３条第１号ア又はイに掲げる場合に該

当することとなったこと。 

(１) 育児短時間勤務をしている職員が産前の休

業を始め若しくは出産したことにより当該育児

短時間勤務の承認が効力を失い、又は第14条第

１号に掲げる事由に該当したことにより当該育

児短時間勤務の承認が取り消された後、当該産

前の休業若しくは出産に係る子若しくは同号に

規定する承認に係る子が死亡し、又は養子縁組

等により職員と別居することとなったこと。 

 

(２) 育児短時間勤務をしている職員が、第14条

第１号に掲げる事由に該当したことにより当該

育児短時間勤務の承認が取り消された後、同号

に規定する承認に係る子が第３条第２号ア又は
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イに掲げる場合に該当することとなったこと。 

(３) 略 (２) 略 

(４) 略 (３) 略 

(５) 略 (４) 略 

(６) 略 (５) 略 

(７) 略 (６) 略 

  

（育児休業法第10条第１項第５号の条例で定める

勤務の形態） 

（育児休業法第10条第１項第５号の条例で定める

勤務の形態） 

第12条 育児休業法第10条第１項第５号の条例で定

める勤務の形態は、次に掲げる勤務の形態（同項

第１号から第４号までに掲げる勤務の形態を除

く。）とする。 

第12条 育児休業法第10条第１項第５号の条例で定

める勤務の形態は、次に掲げる勤務の形態（同項

第１号から第４号までに掲げる勤務の形態を除

く。）とする。 

(１) 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平

成７年倉吉市条例第２号。以下「勤務時間条例」

という。）第４条第１項の規定の適用を受ける

職員が４週間ごとの期間につき８日以上を週休

日とし、当該期間につき１週間当たりの勤務時

間が19時間25分、19時間35分、23時間15分又は

24時間35分となるように勤務すること。 

(１) 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平

成７年倉吉市条例第２号）第４条第１項の規定

の適用を受ける職員が４週間ごとの期間につき

８日以上を週休日とし、当該期間につき１週間

当たりの勤務時間が19時間25分、19時間35分、

23時間15分又は24時間35分となるように勤務す

ること。 

(２) 略 (２) 略 

  

（部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第20条 略 第20条 略 

２ 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７

年倉吉市規則第４号）第16条の表第11号に掲げる

特別休暇又は勤務時間条例第15条の２第１項の規

定による介護時間の承認を受けて勤務しない職員

（非常勤職員を除く。）に対する部分休業の承認

については、１日につき２時間から当該特別休暇

を承認されている時間又は当該介護時間の承認を

受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範

囲内で行うものとする。 

２ 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７

年倉吉市規則第４号）第16条の表第11号に掲げる

特別休暇を承認されている職員に対する部分休業

の承認については、１日につき２時間から当該特

別休暇を承認されている時間を減じた時間を超え

ない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認について

は、市長が別に定める。 

 

  

 

附 則 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

16



議案第３２号 

 

倉吉市簡易水道事業積立基金条例の廃止について 

 

次のとおり倉吉市簡易水道事業積立基金条例を廃止することについて、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市簡易水道事業積立基金条例を廃止する条例 

 

倉吉市簡易水道事業積立基金条例（平成17年倉吉市条例第22号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、平成29年５月20日から施行する。 
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議案第３３号 

 

倉吉市税条例及び倉吉市税条例の一部を改正する条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市税条例及び倉吉市税条例の一部を改正する条例の一部を改正することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市税条例及び倉吉市税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

 

（倉吉市税条例の一部改正） 

第１条 倉吉市税条例（昭和29年倉吉市条例第32号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正

部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 

 改正後 改正前 

  

附 則 附 則 

  

第７条の３の２ 平成22年度から平成43年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41

条又は第41条の２の２の規定の適用を受けた場合

（居住年が平成11年から平成18年まで又は平成21

年から平成33年までの各年である場合に限る。）

において、前条第１項の規定の適用を受けないと

きは、法附則第５条の４の２第６項（同条第９項

の規定により読み替えて適用される場合を含む。）

に規定するところにより控除すべき額を、当該納

税義務者の第36条の３及び第36条の５の規定を適

用した場合の所得割の額から控除する。 

第７条の３の２ 平成22年度から平成41年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41

条又は第41条の２の２の規定の適用を受けた場合

（居住年が平成11年から平成18年まで又は平成21

年から平成31年までの各年である場合に限る。）

において、前条第１項の規定の適用を受けないと

きは、法附則第５条の４の２第６項（同条第９項

の規定により読み替えて適用される場合を含む。）

に規定するところにより控除すべき額を、当該納

税義務者の第36条の３及び第36条の５の規定を適

用した場合の所得割の額から控除する。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

  

 

（倉吉市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 倉吉市税条例の一部を改正する条例（平成28年倉吉市条例第35号）の一部を次のように改正する。 

第１条中、 

「次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動条項」という。）に

対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動後条項」という。）

が存在する場合には、当該移動条項を当該移動後条項とし、移動条項に対応する移動後条項が存在しな

い場合には、当該移動条項（以下「削除条項」という。）を削り、移動後条項に対応する移動条項が存

在しない場合には、当該移動後条項（以下「追加条項」という。）を加える。 

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「追加号」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに削除条項を除く。以下この条にお

いて「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並び

に追加条項及び追加号を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当

該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正

部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という。）に対応する同表の改正後

の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」という。）が存在する場合には、当該改正表を当該

改正後表に改め、改正後表に対応する改正表が存在しない場合には、当該改正後表を加える。」 

を 

「次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動条項等」と

いう。）に対応する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移

動後条項等」という。）が存在する場合には、当該移動条項等を当該移動後条項等とし、移動条項等に

対応する移動後条項等が存在しない場合には、当該移動条項等（以下「削除条項等」という。）を削り、

移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には、当該移動後条項等（以下「追加条項等」と

いう。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示並びに削除条項等を除く。以下この
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条において「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号

の表示並びに追加条項等を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、

当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改

正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。」 

に改め、 

「 

改正後 改正前 

  

（納税証明事項） （納税証明事項） 

第18条の３ 地方税法施行規則（昭和29年総理

府令第23号。以下「施行規則」という。）第

１条の９第２号に規定する事項は、道路運送

車両法（昭和26年法律第185号）第59条第１項

に規定する検査対象軽自動車又は二輪の小型

自動車について天災その他やむを得ない事由

により種別割を滞納している場合においてそ

の旨とする。 

第18条の３ 地方税法施行規則（昭和29年総理

府令第23号。以下「施行規則」という。）第

１条の９第２号に規定する事項は、道路運送

車両法（昭和26年法律第185号）第59条第１項

に規定する検査対象軽自動車又は二輪の小型

自動車について天災その他やむを得ない事由

により軽自動車税を滞納している場合におい

てその旨とする。 

  

（納期限後に納付し又は納入する税金又は納

入金に係る延滞金） 

（納期限後に納付し又は納入する税金又は納

入金に係る延滞金） 

第19条 納税者又は特別徴収義務者は、第43条、

第49条、第49条の２若しくは第49条の５（第

55条の７の２において準用する場合を含む。

以下この条において同じ。）、第50条の４第

１項（第50条の５第３項において準用する場

合を含む。以下この条において同じ。）、第

51条第１項（法第321条の８第22項及び第23項

の申告書に係る部分を除く。）、第55条の７、

第70条、第87条の６第１項、第89条第２項、

第104条第１項若しくは第２項、第108条第２

項、第111条又は第145条第１項に規定する納

期限後にその税金を納付し、又は納入金を納

入する場合においては、当該税額又は納入金

額にその納期限（納期限の延長があったとき

は、その延長された納期限とする。以下第１

号、第２号及び第５号において同じ。）の翌

日から納付又は納入の日までの期間の日数に

応じ、年14.6パーセント（次の各号に掲げる

税額の区分に応じ、第１号から第４号までに

掲げる期間並びに第５号及び第６号に定める

日までの期間については、年7.3パーセント）

の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞

金額を加算して納付書によって納付し、又は

納入書によって納入しなければならない。 

第19条 納税者又は特別徴収義務者は、第43条、

第49条、第49条の２若しくは第49条の５（第

55条の７の２において準用する場合を含む。

以下この条において同じ。）、第50条の４第

１項（第50条の５第３項において準用する場

合を含む。以下この条において同じ。）、第

51条第１項（法第321条の８第22項及び第23項

の申告書に係る部分を除く。）、第55条の７、

第70条、第89条第２項、第104条第１項若しく

は第２項、第108条第２項、第111条又は第145

条第１項に規定する納期限後にその税金を納

付し、又は納入金を納入する場合においては、

当該税額又は納入金額にその納期限（納期限

の延長があったときは、その延長された納期

限とする。以下第１号及び第２号において同

じ。）の翌日から納付又は納入の日までの期

間の日数に応じ、年14.6パーセント（次の各

号に掲げる税額の区分に応じ、当該各号に掲

げる期間については、年7.3パーセント）の割

合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額

を加算して納付書によって納付し、又は納入

書によって納入しなければならない。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 第87条の６第１項の申告書、第104条第

１項若しくは第２項の申告書又は第145条

第１項の申告書に係る税額（第４号に掲げ

る税額を除く。） 当該税額に係る納期限

の翌日から１月を経過する日までの期間 

(２) 第51条第１項の申告書（法第321条の８

第１項、第２項、第４項又は第19項の規定

による申告書に限る。）、第104条第１項若

しくは第２項の申告書又は第145条第１項

の申告書に係る税額（第４号に掲げる税額

を除く。） 当該税額に係る納期限の翌日
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から１月を経過する日までの期間 

(３) 第87条の６第１項の申告書、第104条第

１項若しくは第２項の申告書又は第145条

第１項の申告書でその提出期限後に提出し

たものに係る税額 当該提出した日までの

期間又はその日の翌日から１月を経過する

日までの期間 

(３) 第51条第１項の申告書（法第321条の８

第22項及び第23項の申告書を除く。）、第

104条第１項若しくは第２項の申告書又は

第145条第１項の申告書でその提出期限後

に提出したものに係る税額 当該提出した

日までの期間又はその日の翌日から１月を

経過する日までの期間 

(４) 略 (４) 略 

(５) 第51条第１項の申告書（法第321条の８

第１項、第２項、第４項又は第19項の規定

による申告書に限る。）に係る税額（次号

に掲げるものを除く。） 当該税額に係る

納期限の翌日から１月を経過する日 

 

(６) 第51条第１項の申告書（法第321条の８

第22項及び第23項の申告書を除く。）でそ

の提出期限後に提出したものに係る税額 

当該提出した日又はその日の翌日から１月

を経過する日 

 

  

（法人税割の税率） （法人税割の税率） 

第36条の４ 法人税割の税率は、100分の8.4と

する。 

第36条の４ 法人税割の税率は、100分の12.1と

する。 

  

」 

を 

「 

改正後 改正前 

  

（納期限後に納付し又は納入する税金又は納

入金に係る延滞金） 

（納期限後に納付し又は納入する税金又は納

入金に係る延滞金） 

第19条 納税者又は特別徴収義務者は、第43条、

第49条、第49条の２若しくは第49条の５（第

55条の７の２において準用する場合を含む。

以下この条において同じ。）、第50条の４第

１項（第50条の５第３項において準用する場

合を含む。以下この条において同じ。）、第

51条第１項（法第321条の８第22項及び第23項

の申告書に係る部分を除く。）、第55条の７、

第70条、第89条第２項、第104条第１項若しく

は第２項、第108条第２項、第111条又は第145

条第１項に規定する納期限後にその税金を納

付し、又は納入金を納入する場合においては、

当該税額又は納入金額にその納期限（納期限

の延長があったときは、その延長された納期

限とする。以下第１号、第２号及び第５号に

おいて同じ。）の翌日から納付又は納入の日

までの期間の日数に応じ、年14.6パーセント

（次の各号に掲げる税額の区分に応じ、第１

号から第４号までに掲げる期間並びに第５号

及び第６号に定める日までの期間について

第19条 納税者又は特別徴収義務者は、第43条、

第49条、第49条の２若しくは第49条の５（第

55条の７の２において準用する場合を含む。

以下この条において同じ。）、第50条の４第

１項（第50条の５第３項において準用する場

合を含む。以下この条において同じ。）、第

51条第１項（法第321条の８第22項及び第23項

の申告書に係る部分を除く。）、第55条の７、

第70条、第89条第２項、第104条第１項若しく

は第２項、第108条第２項、第111条又は第145

条第１項に規定する納期限後にその税金を納

付し、又は納入金を納入する場合においては、

当該税額又は納入金額にその納期限（納期限

の延長があったときは、その延長された納期

限とする。以下第１号及び第２号において同

じ。）の翌日から納付又は納入の日までの期

間の日数に応じ、年14.6パーセント（次の各

号に掲げる税額の区分に応じ、当該各号に掲

げる期間については、年7.3パーセント）の割

合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額

22



は、年7.3パーセント）の割合を乗じて計算し

た金額に相当する延滞金額を加算して納付書

によって納付し、又は納入書によって納入し

なければならない。 

を加算して納付書によって納付し、又は納入

書によって納入しなければならない。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 第104条第１項若しくは第２項の申告

書又は第145条第１項の申告書に係る税額

（第４号に掲げる税額を除く。） 当該税

額に係る納期限の翌日から１月を経過する

日までの期間 

(２) 第51条第１項の申告書（法第321条の８

第１項、第２項、第４項又は第19項の規定

による申告書に限る。）、第104条第１項若

しくは第２項の申告書又は第145条第１項

の申告書に係る税額（第４号に掲げる税額

を除く。） 当該税額に係る納期限の翌日

から１月を経過する日までの期間 

(３) 第104条第１項若しくは第２項の申告

書又は第145条第１項の申告書でその提出

期限後に提出したものに係る税額 当該提

出した日までの期間又はその日の翌日から

１月を経過する日までの期間 

(３) 第51条第１項の申告書（法第321条の８

第22項及び第23項の申告書を除く。）、第

104条第１項若しくは第２項の申告書又は

第145条第１項の申告書でその提出期限後

に提出したものに係る税額 当該提出した

日までの期間又はその日の翌日から１月を

経過する日までの期間 

(４) 略 (４) 略 

(５) 第51条第１項の申告書（法第321条の８

第１項、第２項、第４項又は第19項の規定

による申告書に限る。）に係る税額（次号

に掲げるものを除く。） 当該税額に係る

納期限の翌日から１月を経過する日 

 

(６) 第51条第１項の申告書（法第321条の８

第22項及び第23項の申告書を除く。）でそ

の提出期限後に提出したものに係る税額 

当該提出した日又はその日の翌日から１月

を経過する日 

 

  

」 

に改め、 

「 

  

（軽自動車税の納税義務者等） （軽自動車税の納税義務者等） 

第86条 軽自動車税は、三輪以上の軽自動車に

対し、当該三輪以上の軽自動車の取得者に環

境性能割によって、原動機付自転車、軽自動

車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車（以

下軽自動車税について「軽自動車等」という。）

に対し、当該軽自動車等の所有者に種別割に

よって課する。 

第86条 軽自動車税は、原動機付自転車、軽自

動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車

（以下軽自動車税について「軽自動車等」と

いう。）に対し、その所有者に課する。 

２ 前項に規定する三輪以上の軽自動車の取得

者には、法第443条第２項に規定する者を含ま

ないものとする。 

２ 軽自動車等の売買があった場合において、

売主が当該軽自動車等の所有権を留保してい

るときは、軽自動車税の賦課徴収については、

買主を当該軽自動車等の所有者とみなす。 

３ 軽自動車等の所有者が法第445条第１項の

規定により種別割を課することができない者

である場合には、第１項の規定にかかわらず、

その使用者に課する。ただし、公用又は公共

３ 軽自動車等の所有者が法第443条第１項の

規定によって軽自動車税を課することができ

ない者である場合においては、その使用者に

課する。ただし、公用又は公共の用に供する
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の用に供する軽自動車等については、これを

課さない。 

ものについては、それを課さない。 

  

 （日本赤十字杜の所有する軽自動車等に対す

る軽自動車税の非課税の範囲） 

 第86条の２ 日本赤十字社が所有する軽自動車

等のうち、直接その本来の事業の用に供する

救急用のものに対しては、軽自動車税を課さ

ない。 

  

（軽自動車税のみなす課税） （軽自動車税の課税免除） 

第87条 軽自動車等の売買契約において売主が

当該軽自動車等の所有権を留保している場合

には、軽自動車税の賦課徴収については、買

主を前条第１項に規定する三輪以上の軽自動

車の取得者（以下この節において「三輪以上

の軽自動車の取得者」という。）又は軽自動

車等の所有者とみなして、軽自動車税を課す

る。 

第87条 商品であって使用しない軽自動車等に

対しては、軽自動車税を課さない。 

２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る

軽自動車等について、買主の変更があったと

きは、新たに買主となる者を三輪以上の軽自

動車の取得者又は軽自動車等の所有者とみな

して、軽自動車税を課する。 

 

３ 法第444条第３項に規定する販売業者等（以

下この項において「販売業者等」という。）

が、その製造により取得した三輪以上の軽自

動車又はその販売のためその他運行（道路運

送車両法第２条第５項に規定する運行をい

う。次項において同じ。）以外の目的に供す

るため取得した三輪以上の軽自動車につい

て、当該販売業者等が、法第444条第３項に規

定する車両番号の指定を受けた場合（当該車

両番号の指定前に第１項の規定の適用を受け

る売買契約の締結が行われた場合を除く。）

には、当該販売業者等を三輪以上の軽自動車

の取得者とみなして、環境性能割を課する。 

 

４ 法の施行地外で三輪以上の軽自動車を取得

した者が、当該三輪以上の軽自動車を法の施

行地内に持ち込んで運行の用に供した場合に

は、当該三輪以上の軽自動車を運行の用に供

する者を三輪以上の軽自動車の取得者とみな

して、環境性能割を課する。 

 

  

（日本赤十字社の所有する軽自動車等に対す

る軽自動車税の非課税の範囲） 

 

第87条の２ 日本赤十字社が所有する軽自動車

等のうち、直接その本来の事業の用に供する

救急用のものに対しては、軽自動車税を課さ

ない。 
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（環境性能割の課税標準）  

第87条の３ 環境性能割の課税標準は、三輪以

上の軽自動車の取得のために通常要する価額

として施行規則第15条の10に定めるところに

より算定した金額とする。 

 

  

（環境性能割の税率）  

第87条の４ 次の各号に掲げる三輪以上の軽自

動車に対して課する環境性能割の税率は、当

該各号に定める率とする。 

 

(１) 法第451条第１項（同条第４項において

準用する場合を含む。）の規定の適用を受

けるもの 100分の１ 

(２) 法第451条第２項（同条第４項において

準用する場合を含む。）の規定の適用を受

けるもの 100分の２ 

(３) 法第451条第３項の規定の適用を受け

るもの 100分の３ 

 

（環境性能割の徴収の方法）  

第87条の５ 環境性能割の徴収については、申

告納付の方法によらなければならない。 

 

  

（環境性能割の申告納付）  

第87条の６ 環境性能割の納税義務者は、法第

454条第１項各号に掲げる三輪以上の軽自動

車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日

までに、施行規則第33号の４様式による申告

書を市長に提出するとともに、その申告に係

る環境性能割額を納付しなければならない。 

 

２ 三輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割

の納税義務者を除く。）は、法第454条第１項

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

時又は日までに、施行規則第33号の４様式に

よる報告書を市長に提出しなければならな

い。 

 

  

（環境性能割に係る不申告等に関する過料）  

第87条の７ 環境性能割の納税義務者が前条の

規定により申告し、又は報告すべき事項につ

いて正当な事由がなくて申告又は報告をしな

かった場合には、その者に対し、10万円以下

の過料を科する。 

 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定

める。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発す

る納入通知書に指定すべき納期限は、その発

付の日から10日以内とする。 

 

  

（環境性能割の減免）  

第87条の８ 市長は、公益のため直接専用する  
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三輪以上の軽自動車又は第96条第１項各号に

掲げる軽自動車等（三輪以上のものに限る。）

のうち必要と認めるものに対しては、環境性

能割を減免する。 

２ 前項の規定による環境性能割の減免を受け

るための手続その他必要な事項については、

規則で定める。 

 

  

（種別割の税率） （軽自動車税の税率） 

第88条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して

課する種別割の税率は、１台について、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

第88条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げ

る軽自動車等に対し、１台について、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 軽自動車及び小型特殊自動車 (２) 軽自動車及び小型特殊自動車 

ア 軽自動車 ア 軽自動車 

(ア) 二輪のもの（側車付のものを含

む。） 年額 3,600円 

二輪のもの（側車付のものを含む。） 年

額 3,600円 

(イ) 三輪のもの 年額 3,900円 三輪のもの 年額 3,900円 

(ウ) 四輪以上のもの 四輪以上のもの 

ａ 乗用のもの 乗用のもの 

営業用 年額 6,900円 営業用 年額 6,900円 

自家用 年額 10,800円 自家用 年額 10,800円 

ｂ 貨物用のもの 貨物用のもの 

営業用 年額 3,800円 営業用 年額 3,800円 

自家用 年額 5,000円 自家用 年額 5,000円 

(エ) 専ら雪上を走行するもの 年額  

3,600円 
専ら雪上を走行するもの 年額 3,600

円 

イ 小型特殊自動車 イ 小型特殊自動車 

(ア) 農耕作業用のもの 年額 2,400   

 円 

農耕作業用のもの 年額 2,400円 

(イ) その他のもの 年額 5,900円 その他のもの 年額 5,900円 

(３) 略 (３) 略 

  

（種別割の賦課期日及び納期） （軽自動車税の賦課期日及び納期） 

第89条 種別割の賦課期日は、４月１日とする。 第89条 軽自動車税の賦課期日は、４月１日と

する。 

２ 種別割の納期は、５月11日から同月31日ま

でとする。 

２ 軽自動車税の納期は、５月11日から同月31

日までとする。 

  

（種別割の課税免除）  

第90条 商品であって使用しない軽自動車等に

対しては、種別割を課さない。 

第90条 削除 

  

（種別割の徴収の方法） （軽自動車税の徴収の方法） 

第91条 種別割は、普通徴収の方法によって徴

収する。 

第91条 軽自動車税は、普通徴収の方法によっ

て徴収する。 

  

（種別割に関する申告又は報告） （軽自動車税に関する申告又は報告） 

第93条 種別割の納税義務者である軽自動車等

の所有者又は使用者（以下この節において「軽

自動車等の所有者等」という。）は、軽自動

第93条 軽自動車税の納税義務者である軽自動

車等の所有者又は使用者（以下本節において

「軽自動車等の所有者等」という。）は、軽
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車等の所有者等となった日から15日以内に、

軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は

使用者にあっては施行規則第33号の４の２様

式による申告書、原動機付自転車及び小型特

殊自動車の所有者又は使用者にあっては施行

規則第33号の５様式による申告書並びにその

者の住所を証明すべき書類を市長に提出しな

ければならない。 

自動車等の所有者等となった日から15日以内

に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者

又は使用者にあっては施行規則第33号の４様

式による申告書、原動機付自転車及び小型特

殊自動車の所有者又は使用者にあっては施行

規則第33号の５様式による申告書並びにその

者の住所を証明すべき書類を市長に提出しな

ければならない。 

２ 前項の申告書を提出した者は、当該申告事

項について変更があった場合においては、そ

の事由が生じた日から15日以内に、当該変更

があった事項について軽自動車及び二輪の小

型自動車の所有者又は使用者については施行

規則第33号の４の２様式による申告書並びに

原動機付自転車及び小型特殊自動車の所有者

又は使用者については施行規則第33号の５様

式による申告書を市長に提出しなければなら

ない。ただし、次項の規定により申告書を提

出すべき場合については、この限りでない。 

２ 前項の申告書を提出した者は、当該申告事

項について変更があった場合においては、そ

の事由が生じた日から15日以内に、当該変更

があった事項について軽自動車及び二輪の小

型自動車の所有者又は使用者については施行

規則第33号の４様式による申告書並びに原動

機付自転車及び小型特殊自動車の所有者又は

使用者については施行規則第33号の５様式に

よる申告書を市長に提出しなければならな

い。ただし、次項の規定により申告書を提出

すべき場合については、この限りでない。 

３ 軽自動車等の所有者等でなくなった者は、

軽自動車等の所有者等でなくなった日から30

日以内に、軽自動車及び二輪の小型自動車の

所有者又は使用者については施行規則第33号

の４の２様式による申告書、原動機付自転車

及び小型特殊自動車の所有者又は使用者につ

いては施行規則第34号様式による申告書を市

長に提出しなければならない。 

３ 軽自動車等の所有者等でなくなった者は、

軽自動車等の所有者等でなくなった日から30

日以内に、軽自動車及び二輪の小型自動車の

所有者又は使用者については施行規則第33号

の４様式による申告書、原動機付自転車及び

小型特殊自動車の所有者又は使用者について

は施行規則第34号様式による申告書を市長に

提出しなければならない。 

４ 第87条第１項に規定する軽自動車等の売主

は、市長から当該軽自動車等の買主の住所又

は居所が不明であることを理由として請求が

あった場合には、当該請求があった日から15

日以内に次の各号に掲げる事項を記載した報

告書を市長に提出しなければならない。 

４ 第86条第２項に規定する軽自動車等の売主

は、市長から当該軽自動車等の買主の住所又

は居所が不明であることを理由として請求が

あった場合には、当該請求があった日から15

日以内に次の各号に掲げる事項を記載した報

告書を市長に提出しなければならない。 

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略 

  

（種別割に係る不申告等に関する過料） （軽自動車税に係る不申告等に関する過料） 

第94条 軽自動車等の所有者等又は第87条第１

項に規定する軽自動車等の売主が、前条の規

定によって申告し、又は報告すべき事項につ

いて正当な理由がなくて申告又は報告をしな

かった場合においては、その者に対し、10万

円以下の過料を科する。 

第94条 軽自動車等の所有者等又は第86条第２

項に規定する軽自動車等の売主が、前条の規

定によって申告し、又は報告すべき事項につ

いて正当な理由がなくて申告又は報告をしな

かった場合においては、その者に対し、10万

円以下の過料を科する。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

  

（種別割の減免） （軽自動車税の減免） 

第95条 市長は、公益のため直接専用する軽自

動車等及び災害その他特別の事由があると特

に認める軽自動車等のうち必要と認めるもの

（次条第１項に規定する軽自動車等を除く。

）に対しては、種別割を減免する。 

第95条 市長は、公益のため直接専用するもの

と認める軽自動車等及び災害その他特別の事

由があると特に認める軽自動車等（次条第１

項に規定する軽自動車等を除く。）に対して

は、軽自動車税を減免することができる。 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けよ ２ 前項の規定によって軽自動車税の減免を受
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うとする者は、納期限前７日までに、当該軽

自動車等及び災害その他特別の事由があると

特に認める軽自動車等（次条第１項に規定す

る軽自動車等を除く。）について減免を受け

ようとする税額及び次の各号に掲げる事項を

記載した申請書に減免を必要とする事由を証

明する書類を添付し、これを市長に提出しな

ければならない。 

けようとする者は、納期限前７日までに、当

該軽自動車等及び災害その他特別の事由があ

ると特に認める軽自動車等（次条第１項に規

定する軽自動車等を除く。）について減免を

受けようとする税額及び次の各号に掲げる事

項を記載した申請書に減免を必要とする事由

を証明する書類を添付し、これを市長に提出

しなければならない。 

(１)～(８) 略 (１)～(８) 略 

３ 第１項の規定によって種別割の減免を受け

た者は、その事由が消滅した場合においては、

直ちにその旨を市長に申告しなければならな

い。 

３ 第１項の規定によって軽自動車税の減免を

受けた者は、その事由が消滅した場合におい

ては、直ちにその旨を市長に申告しなければ

ならない。 

  

（身体障がい者等に対する種別割の減免） （身体障がい者等に対する軽自動車税の減

免） 

第96条 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等

のうち必要と認めるものに対しては、種別割

を減免する。 

第96条 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等

に対しては、軽自動車税を減免することがで

きる。 

(１) 身体障がい者、戦傷病者、知的障がい

者又は精神障がい者で歩行が困難な者（以

下「身体障がい者等」という。）が所有す

る軽自動車等（身体障がい者等と生計を一

にする者が所有する軽自動車等を含む。）

で、当該身体障がい者等、当該身体障がい

者等のために当該身体障がい者等と生計を

一にする者又は当該身体障がい者等（身体

障がい者等のみで構成される世帯の者に限

る。）のために当該身体障がい者等（身体

障がい者等のみで構成される世帯の者に限

る。）を常時介護する者が運転するもの（

１台に限る。） 

(１) 身体障がい者、戦傷病者、知的障がい

者又は精神障がい者で歩行が困難な者（以

下「身体障がい者等」という。）が所有す

る軽自動車等（身体障がい者等と生計を一

にする者が所有する軽自動車等を含む。）

で、当該身体障がい者等、当該身体障がい

者等のために当該身体障がい者等と生計を

一にする者又は当該身体障がい者等（身体

障がい者等のみで構成される世帯の者に限

る。）のために当該身体障がい者等（身体

障がい者等のみで構成される世帯の者に限

る。）を常時介護する者が運転するものの

うち、市長が必要と認めるもの（１台に限

る。） 

(２) 略 (２) 略 

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を

受けようとする者は、納期限前７日までに、

市長に対して、身体障害者福祉法（昭和24年

法律第283号）第15条の規定により交付された

身体障害者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和

38年法律第168号）第４条の規定により戦傷病

者手帳の交付を受けている者で身体障害者手

帳の交付を受けていないものにあっては、戦

傷病者手帳とする。以下この項において「身

体障害者手帳」という。）、厚生労働大臣の

定めるところにより交付された療育手帳（以

下この項において「療育手帳」という。）又

は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

（昭和25年法律第123号）第45条の規定により

交付された精神障害者保健福祉手帳（以下こ

の項において「精神障害者保健福祉手帳」と

いう。）及び道路交通法（昭和35年法律第105

２ 前項第１号の規定によって軽自動車税の減

免を受けようとする者は、納期限前７日まで

に、市長に対して、身体障害者福祉法（昭和

24年法律第283号）第15条の規定により交付さ

れた身体障害者手帳（戦傷病者特別援護法（昭

和38年法律第168号）第４条の規定により戦傷

病者手帳の交付を受けている者で身体障害者

手帳の交付を受けていないものにあっては、

戦傷病者手帳とする。以下この項において「身

体障害者手帳」という。）、厚生労働大臣の

定めるところにより交付された療育手帳（以

下この項において「療育手帳」という。）又

は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

（昭和25年法律第123号）第45条の規定により

交付された精神障害者保健福祉手帳（以下こ

の項において「精神障害者保健福祉手帳」と

いう。）及び道路交通法（昭和35年法律第105
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号）第92条の規定により交付された身体障が

い者又は身体障がい者等と生計を一にする者

若しくは身体障がい者等（身体障がい者等の

みで構成される世帯の者に限る。）を常時介

護する者の運転免許証（以下この項において

「運転免許証」という。）を提示するととも

に、次の各号に掲げる事項を記載した申請書

に減免を必要とする理由を証明する書類を添

付して、提出しなければならない。 

号）第92条の規定により交付された身体障が

い者又は身体障がい者等と生計を一にする者

若しくは身体障がい者等（身体障がい者等の

みで構成される世帯の者に限る。）を常時介

護する者の運転免許証（以下この項において

「運転免許証」という。）を提示するととも

に、次の各号に掲げる事項を記載した申請書

に減免を必要とする理由を証明する書類を添

付して、提出しなければならない。 

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略 

３ 第１項第２号の規定によって種別割の減免

を受けようとする者は、納期限前７日までに

市長に対して、当該軽自動車等の提示（市長

が、当該軽自動車等の提示に代わると認める

書類の提出がある場合には、当該書類の提出）

をするとともに、前条第２項各号に掲げる事

項を記載した申請書を提出しなければならな

い。 

３ 第１項第２号の規定によって軽自動車税の

減免を受けようとする者は、納期限前７日ま

でに市長に対して、当該軽自動車等の提示（市

長が、当該軽自動車等の提示に代わると認め

る書類の提出がある場合には、当該書類の提

出）をするとともに、第95条第２項各号に掲

げる事項を記載した申請書を提出しなければ

ならない。 

４ 前条第３項の規定は、第１項の規定によっ

て種別割の減免を受けている者について準用

する。 

４ 前条第３項の規定は、第１項の規定によっ

て軽自動車税の減免を受けている者について

準用する。 

５ 略 ５ 略 

  

（原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識

の交付等） 

（原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識

の交付等） 

第97条 略 第97条 略 

２ 法第445条若しくは第87条の２、第90条又は

第86条第３項ただし書の規定によって種別割

を課することのできない原動機付自転車又は

小型特殊自動車の所有者又は使用者は、その

主たる定置場が、市内に所在することとなっ

たときは、その事由が発生した日から15日以

内に、市長に対し、標識交付申請書を提出し、

かつ、当該原動機付自転車又は小型特殊自動

車の提示をして、その車体に取り付けるべき

標識の交付を受けなければならない。種別割

を課されるべき原動機付自転車又は小型特殊

自動車が法第445条若しくは第87条の２、第90

条又は第86条第３項ただし書の規定によって

種別割を課されないこととなったときにおけ

る当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の

所有者又は使用者についても、また、同様と

する。 

２ 法第443条若しくは第86条の２、第87条又は

第86条第３項ただし書の規定によって軽自動

車税を課することのできない原動機付自転車

又は小型特殊自動車の所有者又は使用者は、

その主たる定置場が、市内に所在することと

なったときは、その事由が発生した日から15

日以内に、市長に対し、標識交付申請書を提

出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特

殊自動車の提示をして、その車体に取り付け

るべき標識の交付を受けなければならない。

軽自動車税を課されるべき原動機付自転車又

は小型特殊自動車が法第443条若しくは第86

条の２、第87条又は第86条第３項ただし書の

規定によって軽自動車税を課されないことと

なったときにおける当該原動機付自転車又は

小型特殊自動車の所有者又は使用者について

も、また、同様とする。 

３～６ 略 ３～６ 略 

７ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を

受けた者は、当該原動機付自転車又は小型特

殊自動車を所有し、若しくは使用しないこと

となったとき又は当該原動機付自転車又は小

型特殊自動車に対して種別割が課されること

となったときは、その事由が発生した日から

15日以内に、市長に対し、その標識及び証明

７ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を

受けた者は、当該原動機付自転車又は小型特

殊自動車を所有し、若しくは使用しないこと

となったとき又は当該原動機付自転車又は小

型特殊自動車に対して軽自動車税が課される

こととなったときは、その事由が発生した日

から15日以内に、市長に対し、その標識及び
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書を返納しなければならない。 証明書を返納しなければならない。 

８及び９ 略 ８及び９ 略 

  

附 則 附 則 

  

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合

の医療費控除の特例） 

 

第６条 平成30年度から平成34年度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第４条の

４第３項の規定に該当する場合における第36

条の２の規定による控除については、その者

の選択により、同条中「同条第１項」とある

のは「同条第１項（第２号を除く。）」と、

「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４

条の４第３項の規定により読み替えて適用さ

れる法第314条の２第１項（第２号に係る部分

に限る。）」として、同条の規定を適用する

ことができる。 

第６条 削除 

  

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第15条 略 第15条 略 

  

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例

） 

 

第15条の２ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴

収は、当分の間、第１章第２節の規定にかか

わらず、鳥取県が、自動車税の環境性能割の

賦課徴収の例により、行うものとする。 

 

  

（軽自動車税の環境性能割の非課税、課税免

除及び減免の特例） 

 

第15条の３ 市長は、当分の間、第87条の２の

規定にかかわらず、鳥取県における自動車税

の環境性能割非課税の例により、軽自動車税

の環境性能割を課さない。 

 

２ 市長は、当分の間、鳥取県における自動車

税の環境性能割の課税免除の例により、軽自

動車税の環境性能割を課さない。 

 

３ 市長は、当分の間、第87条の８の規定にか

かわらず、鳥取県における自動車税の環境性

能割の減免の例により、軽自動車税の環境性

能割を減免する。 

 

  

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特

例） 

 

第15条の４ 第87条の６の規定による申告納付

については、当分の間、同条中「市長」とあ

るのは、「鳥取県知事」とする。 

 

  

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費

の交付） 
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第15条の５ 市は、鳥取県が軽自動車税の環境

性能割の賦課徴収に関する事務を行うために

要する費用を補償するため、法附則第29条の

16第１項に掲げる金額の合計額を徴収取扱費

として鳥取県に交付する。 

 

  

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例）  

第15条の６ 営業用の三輪以上の軽自動車に対

する第87条の４の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

 

 第１号 100分の１ 100分の0.5   

 第２号 100分の２ 100分の１   

 第３号 100分の３ 100分の２   

２ 自家用の三輪以上の軽自動車に対する第87

条の４（第３号に係る部分に限る。）の規定

の適用については、同号中「100分の３」とあ

るのは、「100分の２」とする。 

 

  

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の税率の特例） 

第16条 法附則第30条第１項に規定する三輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の

法第444条第３項に規定する車両番号の指定

（以下この条において「初回車両番号指定」

という。）を受けた月から起算して14年を経

過した月の属する年度以後の年度分の軽自動

車税の種別割に係る第88条の規定の適用につ

いては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第16条 法附則第30条第１項に規定する三輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が初めて

道路運送車両法第60条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定（以下この条において「初

回車両番号指定」という。）を受けた月から

起算して14年を経過した月の属する年度以後

の年度分の軽自動車税に係る第88条の規定の

適用については、当分の間、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第２号ア

(イ) 

3,900円 4,600円   第88条第２

号ア 

3,900円 4,600円  

 第２号ア

(ウ)ａ 

6,900円 8,200円   6,900円 8,200円  

 10,800円 12,900円   10,800円 12,900円  

 第２号ア

(ウ)ｂ 

3,800円 4,500円   3,800円 4,500円  

 5,000円 6,000円   5,000円 6,000円  

２ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に掲

げる三輪以上の軽自動車に対する第88条の規

定の適用については、当該軽自動車が平成28

年４月１日から平成29年３月31日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には、平成29

年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

２ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に規

定する三輪以上の軽自動車に対する第88条の

規定の適用については、当該軽自動車が平成

27年４月１日から平成28年３月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合において、

平成28年度分の軽自動車税に限り、次の表の

左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第２号ア

(イ) 

3,900円 1,000円   第88条第２

号ア 

3,900円 1,000円  

 第２号ア

(ウ)ａ 

6,900円 1,800円    6,900円 1,800円  

 10,800円 2,700円    10,800円 2,700円  
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 第２号ア

(ウ)ｂ 

3,800円 1,000円    3,800円 1,000円  

 5,000円 1,300円    5,000円 1,300円  

３ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に掲

げる法第446条第１項第３号に規定するガソ

リン軽自動車（以下この項及び次項において

「ガソリン軽自動車」という。）のうち三輪

以上のものに対する第88条の規定の適用につ

いては、当該ガソリン軽自動車が平成28年４

月１日から平成29年３月31日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には、平成29年度

分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

３ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に規

定する三輪以上の軽自動車（ガソリンを内燃

機関の燃料として用いるものに限る。次項に

おいて同じ。）に対する第88条の規定の適用

については、当該軽自動車が平成27年４月１

日から平成28年３月31日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合において、平成28年度

分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第２号ア

(イ) 

3,900円 2,000円   第88条第２

号ア 

3,900円 2,000円  

 第２号ア

(ウ)ａ 

6,900円 3,500円   6,900円 3,500円  

 10,800円 5,400円   10,800円 5,400円  

 第２号ア

(ウ)ｂ 

3,800円 1,900円   3,800円 1,900円  

 5,000円 2,500円   5,000円 2,500円  

４ 法附則第30条第５項第１号及び第２号に掲

げるガソリン軽自動車のうち三輪以上のもの

（前項の規定の適用を受けるものを除く。）

に対する第88条の規定の適用については、当

該軽自動車が平成28年４月１日から平成29年

３月31日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には、平成29年度分の軽自動車税の種

別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

４ 法附則第30条第５項第１号及び第２号に規

定する三輪以上の軽自動車（前項の規定の適

用を受けるものを除く。）に対する第88条の

規定の適用については、当該軽自動車が平成

27年４月１日から平成28年３月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合において、

平成28年度分の軽自動車税に限り、次の表の

左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第２号ア

(イ) 

3,900円 3,000円   第88条第２

号ア 

3,900円 3,000円  

 第２号ア

(ウ)ａ 

6,900円 5,200円   6,900円 5,200円  

 10,800円 8,100円   10,800円 8,100円  

 第２号ア

(ウ)ｂ 

3,800円 2,900円   3,800円 2,900円  

 5,000円 3,800円   5,000円 3,800円  

  

 

」 

を 

「 

  

附 則 附 則 

  

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合

の医療費控除の特例） 

 

第６条 平成30年度から平成34年度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第４条の

４第３項の規定に該当する場合における第36

条の２の規定による控除については、その者

第６条 削除 
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の選択により、同条中「同条第１項」とある

のは「同条第１項（第２号を除く。）」と、

「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４

条の４第３項の規定により読み替えて適用さ

れる法第314条の２第１項（第２号に係る部分

に限る。）」として、同条の規定を適用する

ことができる。 

  

（軽自動車税の税率の特例） （軽自動車税の税率の特例） 

第16条 法附則第30条第１項に規定する三輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が初めて

道路運送車両法第60条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定（以下この条において「初

回車両番号指定」という。）を受けた月から

起算して14年を経過した月の属する年度以後

の年度分の軽自動車税に係る第88条の規定の

適用については、当分の間、次の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第16条 法附則第30条第１項に規定する三輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が初めて

道路運送車両法第60条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定（以下この条において「初

回車両番号指定」という。）を受けた月から

起算して14年を経過した月の属する年度以後

の年度分の軽自動車税に係る第88条の規定の

適用については、当分の間、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第２号ア 3,900円 4,600円   第88条第２

号ア 

3,900円 4,600円  

 6,900円 8,200円   6,900円 8,200円  

 10,800円 12,900円   10,800円 12,900円  

 3,800円 4,500円   3,800円 4,500円  

 5,000円 6,000円   5,000円 6,000円  

２ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に掲

げる三輪以上の軽自動車に対する第88条の規

定の適用については、当該軽自動車が平成28

年４月１日から平成29年３月31日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には、平成29

年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に規

定する三輪以上の軽自動車に対する第88条の

規定の適用については、当該軽自動車が平成

27年４月１日から平成28年３月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合において、

平成28年度分の軽自動車税に限り、次の表の

左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第２号ア 3,900円 1,000円   第88条第２

号ア 

3,900円 1,000円  

 6,900円 1,800円   6,900円 1,800円  

 10,800円 2,700円   10,800円 2,700円  

 3,800円 1,000円   3,800円 1,000円  

 5,000円 1,300円   5,000円 1,300円  

３ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に掲

げる三輪以上の軽自動車（ガソリンを内燃機

関の燃料として用いるものに限る。次項にお

いて同じ。）に対する第88条の規定の適用に

ついては、当該軽自動車が平成28年４月１日

から平成29年３月31日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には、平成29年度分の軽

自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に規

定する三輪以上の軽自動車（ガソリンを内燃

機関の燃料として用いるものに限る。次項に

おいて同じ。）に対する第88条の規定の適用

については、当該軽自動車が平成27年４月１

日から平成28年３月31日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合において、平成28年度

分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第２号ア 

 

3,900円 2,000円   第88条第２

号ア 

3,900円 2,000円  

 6,900円 3,500円   6,900円 3,500円  

 10,800円 5,400円    10,800円 5,400円  
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 3,800円 1,900円    3,800円 1,900円  

 5,000円 2,500円    5,000円 2,500円  

４ 法附則第30条第５項第１号及び第２号に掲

げる三輪以上の軽自動車（前項の規定の適用

を受けるものを除く。）に対する第88条の規

定の適用については、当該軽自動車が平成28

年４月１日から平成29年３月31日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には、平成29

年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

４ 法附則第30条第５項第１号及び第２号に規

定する三輪以上の軽自動車（前項の規定の適

用を受けるものを除く。）に対する第88条の

規定の適用については、当該軽自動車が平成

27年４月１日から平成28年３月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合において、

平成28年度分の軽自動車税に限り、次の表の

左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第２号ア 

 

3,900円 3,000円   第88条第２

号ア 

3,900円 3,000円  

 6,900円 5,200円   6,900円 5,200円  

 10,800円 8,100円   10,800円 8,100円  

 3,800円 2,900円   3,800円 2,900円  

 5,000円 3,800円   5,000円 3,800円  

  

」 

に改める。 

第１条の次に次の１条を加える。 

第１条の２ 倉吉市税条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動条項」という。）に対

応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動後条項」という。）

が存在する場合には、当該移動条項を当該移動後条項とし、移動条項に対応する移動後条項が存在しな

い場合には、当該移動条項（以下「削除条項」という。）を削り、移動後条項に対応する移動条項が存

在しない場合には、当該移動後条項（以下「追加条項」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに削除条項を除く。以下この条にお

いて「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並び

に追加条項及び追加号を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当

該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正

部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という。）に対応する同表の改正後

の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」という。）が存在する場合には、当該改正表を当該

改正後表に改め、改正後表に対応する改正表が存在しない場合には、当該改正後表を加える。 

 

改正後 改正前 

  

（納税証明事項） （納税証明事項） 

第18条の３ 地方税法施行規則（昭和29年総理府令

第23号。以下「施行規則」という。）第１条の９

第２号に規定する事項は、道路運送車両法（昭和

26年法律第185号）第59条第１項に規定する検査対

象軽自動車又は二輪の小型自動車について天災そ

の他やむを得ない事由により種別割を滞納してい

る場合においてその旨とする。 

第18条の３ 地方税法施行規則（昭和29年総理府令第

23号。以下「施行規則」という。）第１条の９第２

号に規定する事項は、道路運送車両法（昭和26年法

律第185号）第59条第１項に規定する検査対象軽自

動車又は二輪の小型自動車について天災その他や

むを得ない事由により軽自動車税を滞納している

場合においてその旨とする。 

  

（納期限後に納付し又は納入する税金又は納入金

に係る延滞金） 

（納期限後に納付し又は納入する税金又は納入金

に係る延滞金） 

第19条 納税者又は特別徴収義務者は、第43条、第

49条、第49条の２若しくは第49条の５（第55条の

７の２において準用する場合を含む。以下この条

第19条 納税者又は特別徴収義務者は、第43条、第49

条、第49条の２若しくは第49条の５（第55条の７の

２において準用する場合を含む。以下この条におい
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において同じ。）、第50条の４第１項（第50条の

５第３項において準用する場合を含む。以下この

条において同じ。）、第51条第１項（法第321条の

８第22項及び第23項の申告書に係る部分を除

く。）、第55条の７、第70条、第87条の６第１項、

第89条第２項、第104条第１項若しくは第２項、第

108条第２項、第111条又は第145条第１項に規定す

る納期限後にその税金を納付し、又は納入金を納

入する場合においては、当該税額又は納入金額に

その納期限（納期限の延長があったときは、その

延長された納期限とする。以下第１号、第２号及

び第５号において同じ。）の翌日から納付又は納

入の日までの期間の日数に応じ、年14.6パーセン

ト（次の各号に掲げる税額の区分に応じ、第１号

から第４号までに掲げる期間並びに第５号及び第

６号に定める日までの期間については、年7.3パー

セント）の割合を乗じて計算した金額に相当する

延滞金額を加算して納付書によって納付し、又は

納入書によって納入しなければならない。 

て同じ。）、第50条の４第１項（第50条の５第３項

において準用する場合を含む。以下この条において

同じ。）、第51条第１項（法第321条の８第22項及

び第23項の申告書に係る部分を除く。）、第55条の

７、第70条、第89条第２項、第104条第１項若しく

は第２項、第108条第２項、第111条又は第145条第

１項に規定する納期限後にその税金を納付し、又は

納入金を納入する場合においては、当該税額又は納

入金額にその納期限（納期限の延長があったとき

は、その延長された納期限とする。以下第１号、第

２号及び第５号において同じ。）の翌日から納付又

は納入の日までの期間の日数に応じ、年14.6パーセ

ント（次の各号に掲げる税額の区分に応じ、第１号

から第４号までに掲げる期間並びに第５号及び第

６号に定める日までの期間については、年7.3パー

セント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額を加算して納付書によって納付し、又は納入

書によって納入しなければならない。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 第87条の６第１項の申告書、第104条第１項

若しくは第２項の申告書又は第145条第１項の

申告書に係る税額（第４号に掲げる税額を除

く。） 当該税額に係る納期限の翌日から１月

を経過する日までの期間 

(２) 第104条第１項若しくは第２項の申告書又は

第145条第１項の申告書に係る税額（第４号に掲

げる税額を除く。） 当該税額に係る納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間 

(３) 第87条の６第１項の申告書、第104条第１項

若しくは第２項の申告書又は第145条第１項の

申告書でその提出期限後に提出したものに係る

税額 当該提出した日までの期間又はその日の

翌日から１月を経過する日までの期間 

(３) 第104条第１項若しくは第２項の申告書又は

第145条第１項の申告書でその提出期限後に提出

したものに係る税額 当該提出した日までの期

間又はその日の翌日から１月を経過する日まで

の期間 

(４)～(６) 略 (４)～(６) 略 

  

（法人税割の税率） （法人税割の税率） 

第36条の４ 法人税割の税率は、100分の8.4とする。 第36条の４ 法人税割の税率は、100分の12.1とする。 

  

（軽自動車税の納税義務者等） （軽自動車税の納税義務者等） 

第86条 軽自動車税は、三輪以上の軽自動車に対し、

当該三輪以上の軽自動車の取得者に環境性能割に

よって、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自

動車及び二輪の小型自動車（以下軽自動車税につ

いて「軽自動車等」という。）に対し、当該軽自

動車等の所有者に種別割によって課する。 

第86条 軽自動車税は、原動機付自転車、軽自動車、

小型特殊自動車及び二輪の小型自動車（以下軽自動

車税について「軽自動車等」という。）に対し、そ

の所有者に課する。 

２ 前項に規定する三輪以上の軽自動車の取得者に

は、法第443条第２項に規定する者を含まないもの

とする。 

２ 軽自動車等の売買があった場合において、売主が

当該軽自動車等の所有権を留保しているときは、軽

自動車税の賦課徴収については、買主を当該軽自動

車等の所有者とみなす。 

３ 軽自動車等の所有者が法第445条第１項の規定

により種別割を課することができない者である場

合には、第１項の規定にかかわらず、その使用者

に課する。ただし、公用又は公共の用に供する軽

自動車等については、これを課さない。 

３ 軽自動車等の所有者が法第443条第１項の規定に

よって軽自動車税を課することができない者であ

る場合においては、その使用者に課する。ただし、

公用又は公共の用に供するものについては、それを

課さない。 
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 （日本赤十字杜の所有する軽自動車等に対する軽

自動車税の非課税の範囲） 

 第86条の２ 日本赤十字社が所有する軽自動車等の

うち、直接その本来の事業の用に供する救急用のも

のに対しては、軽自動車税を課さない。 

  

（軽自動車税のみなす課税） （軽自動車税の課税免除） 

第87条 軽自動車等の売買契約において売主が当該

軽自動車等の所有権を留保している場合には、軽

自動車税の賦課徴収については、買主を前条第１

項に規定する三輪以上の軽自動車の取得者（以下

この節において「三輪以上の軽自動車の取得者」

という。）又は軽自動車等の所有者とみなして、

軽自動車税を課する。 

第87条 商品であって使用しない軽自動車等に対し

ては、軽自動車税を課さない。 

２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自

動車等について、買主の変更があったときは、新

たに買主となる者を三輪以上の軽自動車の取得者

又は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税

を課する。 

 

３ 法第444条第３項に規定する販売業者等（以下こ

の項において「販売業者等」という。）が、その

製造により取得した三輪以上の軽自動車又はその

販売のためその他運行（道路運送車両法第２条第

５項に規定する運行をいう。次項において同じ。）

以外の目的に供するため取得した三輪以上の軽自

動車について、当該販売業者等が、法第444条第３

項に規定する車両番号の指定を受けた場合（当該

車両番号の指定前に第１項の規定の適用を受ける

売買契約の締結が行われた場合を除く。）には、

当該販売業者等を三輪以上の軽自動車の取得者と

みなして、環境性能割を課する。 

 

４ 法の施行地外で三輪以上の軽自動車を取得した

者が、当該三輪以上の軽自動車を法の施行地内に

持ち込んで運行の用に供した場合には、当該三輪

以上の軽自動車を運行の用に供する者を三輪以上

の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を課

する。 

 

  

（日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する軽

自動車税の非課税の範囲） 

 

第87条の２ 日本赤十字社が所有する軽自動車等の

うち、直接その本来の事業の用に供する救急用の

ものに対しては、軽自動車税を課さない。 

 

  

（環境性能割の課税標準）  

第87条の３ 環境性能割の課税標準は、三輪以上の

軽自動車の取得のために通常要する価額として施

行規則第15条の10に定めるところにより算定した

金額とする。 
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（環境性能割の税率）  

第87条の４ 次の各号に掲げる三輪以上の軽自動車

に対して課する環境性能割の税率は、当該各号に

定める率とする。 

 

(１) 法第451条第１項（同条第４項において準用

する場合を含む。）の規定の適用を受けるもの 

100分の１ 

(２) 法第451条第２項（同条第４項において準用

する場合を含む。）の規定の適用を受けるもの 

100分の２ 

(３) 法第451条第３項の規定の適用を受けるも

の 100分の３ 

 

（環境性能割の徴収の方法）  

第87条の５ 環境性能割の徴収については、申告納

付の方法によらなければならない。 

 

  

（環境性能割の申告納付）  

第87条の６ 環境性能割の納税義務者は、法第454

条第１項各号に掲げる三輪以上の軽自動車の区分

に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行

規則第33号の４様式による申告書を市長に提出す

るとともに、その申告に係る環境性能割額を納付

しなければならない。 

 

２ 三輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納

税義務者を除く。）は、法第454条第１項各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める時又は日まで

に、施行規則第33号の４様式による報告書を市長

に提出しなければならない。 

 

  

（環境性能割に係る不申告等に関する過料）  

第87条の７ 環境性能割の納税義務者が前条の規定

により申告し、又は報告すべき事項について正当

な事由がなくて申告又は報告をしなかった場合に

は、その者に対し、10万円以下の過料を科する。 

 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。  

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納

入通知書に指定すべき納期限は、その発付の日か

ら10日以内とする。 

 

  

（環境性能割の減免）  

第87条の８ 市長は、公益のため直接専用する三輪

以上の軽自動車又は第96条第１項各号に掲げる軽

自動車等（三輪以上のものに限る。）のうち必要

と認めるものに対しては、環境性能割を減免する。 

 

２ 前項の規定による環境性能割の減免を受けるた

めの手続その他必要な事項については、規則で定

める。 

 

  

（種別割の税率） （軽自動車税の税率） 

第88条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課す第88条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げる軽自
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る種別割の税率は、１台について、それぞれ当該

各号に定める額とする。 

動車等に対し、１台について、それぞれ当該各号に

定める額とする。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 軽自動車及び小型特殊自動車 (２) 軽自動車及び小型特殊自動車 

ア 軽自動車 ア 軽自動車 

(ア) 二輪のもの（側車付のものを含む。） 

 年額 3,600円 

二輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 

  3,600円 

(イ) 三輪のもの 年額 3,900円 三輪のもの 年額 3,900円 

(ウ) 四輪以上のもの 四輪以上のもの 

ａ 乗用のもの 乗用のもの 

営業用 年額 6,900円 営業用 年額 6,900円 

自家用 年額 10,800円 自家用 年額 10,800円 

ｂ 貨物用のもの 貨物用のもの 

営業用 年額 3,800円 営業用 年額 3,800円 

自家用 年額 5,000円 自家用 年額 5,000円 

(エ) 専ら雪上を走行するもの 年額  

3,600円 
専ら雪上を走行するもの 年額 3,600円 

イ 小型特殊自動車 イ 小型特殊自動車 

(ア) 農耕作業用のもの 年額 2,400円 農耕作業用のもの 年額 2,400円 

(イ) その他のもの 年額 5,900円 その他のもの 年額 5,900円 

(３) 略 (３) 略 

  

（種別割の賦課期日及び納期） （軽自動車税の賦課期日及び納期） 

第89条 種別割の賦課期日は、４月１日とする。 第89条 軽自動車税の賦課期日は、４月１日とする。 

２ 種別割の納期は、５月11日から同月31日までと

する。 

２ 軽自動車税の納期は、５月11日から同月31日まで

とする。 

  

（種別割の課税免除）  

第90条 商品であって使用しない軽自動車等に対し

ては、種別割を課さない。 

第90条 削除 

  

（種別割の徴収の方法） （軽自動車税の徴収の方法） 

第91条 種別割は、普通徴収の方法によって徴収す

る。 

第91条 軽自動車税は、普通徴収の方法によって徴収

する。 

  

（種別割に関する申告又は報告） （軽自動車税に関する申告又は報告） 

第93条 種別割の納税義務者である軽自動車等の所

有者又は使用者（以下この節において「軽自動車

等の所有者等」という。）は、軽自動車等の所有

者等となった日から15日以内に、軽自動車及び二

輪の小型自動車の所有者又は使用者にあっては施

行規則第33号の４の２様式による申告書、原動機

付自転車及び小型特殊自動車の所有者又は使用者

にあっては施行規則第33号の５様式による申告書

並びにその者の住所を証明すべき書類を市長に提

出しなければならない。 

第93条 軽自動車税の納税義務者である軽自動車等

の所有者又は使用者（以下本節において「軽自動車

等の所有者等」という。）は、軽自動車等の所有者

等となった日から15日以内に、軽自動車及び二輪の

小型自動車の所有者又は使用者にあっては施行規

則第33号の４様式による申告書、原動機付自転車及

び小型特殊自動車の所有者又は使用者にあっては

施行規則第33号の５様式による申告書並びにその

者の住所を証明すべき書類を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の申告書を提出した者は、当該申告事項に

ついて変更があった場合においては、その事由が

生じた日から15日以内に、当該変更があった事項

について軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者

又は使用者については施行規則第33号の４の２様

２ 前項の申告書を提出した者は、当該申告事項につ

いて変更があった場合においては、その事由が生じ

た日から15日以内に、当該変更があった事項につい

て軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使

用者については施行規則第33号の４様式による申
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式による申告書並びに原動機付自転車及び小型特

殊自動車の所有者又は使用者については施行規則

第33号の５様式による申告書を市長に提出しなけ

ればならない。ただし、次項の規定により申告書

を提出すべき場合については、この限りでない。 

告書並びに原動機付自転車及び小型特殊自動車の

所有者又は使用者については施行規則第33号の５

様式による申告書を市長に提出しなければならな

い。ただし、次項の規定により申告書を提出すべき

場合については、この限りでない。 

３ 軽自動車等の所有者等でなくなった者は、軽自

動車等の所有者等でなくなった日から30日以内

に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は

使用者については施行規則第33号の４の２様式に

よる申告書、原動機付自転車及び小型特殊自動車

の所有者又は使用者については施行規則第34号様

式による申告書を市長に提出しなければならな

い。 

３ 軽自動車等の所有者等でなくなった者は、軽自動

車等の所有者等でなくなった日から30日以内に、軽

自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者

については施行規則第33号の４様式による申告書、

原動機付自転車及び小型特殊自動車の所有者又は

使用者については施行規則第34号様式による申告

書を市長に提出しなければならない。 

４ 第87条第１項に規定する軽自動車等の売主は、

市長から当該軽自動車等の買主の住所又は居所が

不明であることを理由として請求があった場合に

は、当該請求があった日から15日以内に次の各号

に掲げる事項を記載した報告書を市長に提出しな

ければならない。 

４ 第86条第２項に規定する軽自動車等の売主は、市

長から当該軽自動車等の買主の住所又は居所が不

明であることを理由として請求があった場合には、

当該請求があった日から15日以内に次の各号に掲

げる事項を記載した報告書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略 

  

（種別割に係る不申告等に関する過料） （軽自動車税に係る不申告等に関する過料） 

第94条 軽自動車等の所有者等又は第87条第１項に

規定する軽自動車等の売主が、前条の規定によっ

て申告し、又は報告すべき事項について正当な理

由がなくて申告又は報告をしなかった場合におい

ては、その者に対し、10万円以下の過料を科する。 

第94条 軽自動車等の所有者等又は第86条第２項に

規定する軽自動車等の売主が、前条の規定によって

申告し、又は報告すべき事項について正当な理由が

なくて申告又は報告をしなかった場合においては、

その者に対し、10万円以下の過料を科する。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

  

（種別割の減免） （軽自動車税の減免） 

第95条 市長は、公益のため直接専用する軽自動車

等及び災害その他特別の事由があると特に認める

軽自動車等のうち必要と認めるもの（次条第１項

に規定する軽自動車等を除く。）に対しては、種

別割を減免する。 

第95条 市長は、公益のため直接専用するものと認め

る軽自動車等及び災害その他特別の事由があると

特に認める軽自動車等（次条第１項に規定する軽自

動車等を除く。）に対しては、軽自動車税を減免す

ることができる。 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようと

する者は、納期限前７日までに、当該軽自動車等

及び災害その他特別の事由があると特に認める軽

自動車等（次条第１項に規定する軽自動車等を除

く。）について減免を受けようとする税額及び次

の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必

要とする事由を証明する書類を添付し、これを市

長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定によって軽自動車税の減免を受けよ

うとする者は、納期限前７日までに、当該軽自動車

等及び災害その他特別の事由があると特に認める

軽自動車等（次条第１項に規定する軽自動車等を除

く。）について減免を受けようとする税額及び次の

各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要

とする事由を証明する書類を添付し、これを市長に

提出しなければならない。 

(１)～(８) 略 (１)～(８) 略 

３ 第１項の規定によって種別割の減免を受けた者

は、その事由が消滅した場合においては、直ちに

その旨を市長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定によって軽自動車税の減免を受け

た者は、その事由が消滅した場合においては、直ち

にその旨を市長に申告しなければならない。 

  

（身体障がい者等に対する種別割の減免） （身体障がい者等に対する軽自動車税の減免） 

第96条 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等のう

ち必要と認めるものに対しては、種別割を減免す

第96条 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し

ては、軽自動車税を減免することができる。 
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る。 

(１) 身体障がい者、戦傷病者、知的障がい者又

は精神障がい者で歩行が困難な者（以下「身体

障がい者等」という。）が所有する軽自動車等

（身体障がい者等と生計を一にする者が所有す

る軽自動車等を含む。）で、当該身体障がい者

等、当該身体障がい者等のために当該身体障が

い者等と生計を一にする者又は当該身体障がい

者等（身体障がい者等のみで構成される世帯の

者に限る。）のために当該身体障がい者等（身

体障がい者等のみで構成される世帯の者に限る

。）を常時介護する者が運転するもの（１台に

限る。） 

(１) 身体障がい者、戦傷病者、知的障がい者又は

精神障がい者で歩行が困難な者（以下「身体障が

い者等」という。）が所有する軽自動車等（身体

障がい者等と生計を一にする者が所有する軽自

動車等を含む。）で、当該身体障がい者等、当該

身体障がい者等のために当該身体障がい者等と

生計を一にする者又は当該身体障がい者等（身体

障がい者等のみで構成される世帯の者に限る。）

のために当該身体障がい者等（身体障がい者等の

みで構成される世帯の者に限る。）を常時介護す

る者が運転するもののうち、市長が必要と認める

もの（１台に限る。） 

(２) 略 (２) 略 

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受け

ようとする者は、納期限前７日までに、市長に対

して、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）

第15条の規定により交付された身体障害者手帳

（戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第

４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けてい

る者で身体障害者手帳の交付を受けていないもの

にあっては、戦傷病者手帳とする。以下この項に

おいて「身体障害者手帳」という。）、厚生労働

大臣の定めるところにより交付された療育手帳

（以下この項において「療育手帳」という。）又

は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和25年法律第123号）第45条の規定により交付され

た精神障害者保健福祉手帳（以下この項において

「精神障害者保健福祉手帳」という。）及び道路

交通法（昭和35年法律第105号）第92条の規定によ

り交付された身体障がい者又は身体障がい者等と

生計を一にする者若しくは身体障がい者等（身体

障がい者等のみで構成される世帯の者に限る。）

を常時介護する者の運転免許証（以下この項にお

いて「運転免許証」という。）を提示するととも

に、次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減

免を必要とする理由を証明する書類を添付して、

提出しなければならない。 

２ 前項第１号の規定によって軽自動車税の減免を

受けようとする者は、納期限前７日までに、市長に

対して、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）

第15条の規定により交付された身体障害者手帳（戦

傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第４条

の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者

で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあ

っては、戦傷病者手帳とする。以下この項において

「身体障害者手帳」という。）、厚生労働大臣の定

めるところにより交付された療育手帳（以下この項

において「療育手帳」という。）又は精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123

号）第45条の規定により交付された精神障害者保健

福祉手帳（以下この項において「精神障害者保健福

祉手帳」という。）及び道路交通法（昭和35年法律

第105号）第92条の規定により交付された身体障が

い者又は身体障がい者等と生計を一にする者若し

くは身体障がい者等（身体障がい者等のみで構成さ

れる世帯の者に限る。）を常時介護する者の運転免

許証（以下この項において「運転免許証」という。）

を提示するとともに、次の各号に掲げる事項を記載

した申請書に減免を必要とする理由を証明する書

類を添付して、提出しなければならない。 

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略 

３ 第１項第２号の規定によって種別割の減免を受

けようとする者は、納期限前７日までに市長に対

して、当該軽自動車等の提示（市長が、当該軽自

動車等の提示に代わると認める書類の提出がある

場合には、当該書類の提出）をするとともに、前

条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提

出しなければならない。 

３ 第１項第２号の規定によって軽自動車税の減免

を受けようとする者は、納期限前７日までに市長に

対して、当該軽自動車等の提示（市長が、当該軽自

動車等の提示に代わると認める書類の提出がある

場合には、当該書類の提出）をするとともに、第95

条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提

出しなければならない。 

４ 前条第３項の規定は、第１項の規定によって種

別割の減免を受けている者について準用する。 

４ 前条第３項の規定は、第１項の規定によって軽自

動車税の減免を受けている者について準用する。 

５ 略 ５ 略 

  

（原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交 （原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交
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付等） 付等） 

第97条 略 第97条 略 

２ 法第445条若しくは第87条の２、第90条又は第86

条第３項ただし書の規定によって種別割を課する

ことのできない原動機付自転車又は小型特殊自動

車の所有者又は使用者は、その主たる定置場が、

市内に所在することとなったときは、その事由が

発生した日から15日以内に、市長に対し、標識交

付申請書を提出し、かつ、当該原動機付自転車又

は小型特殊自動車の提示をして、その車体に取り

付けるべき標識の交付を受けなければならない。

種別割を課されるべき原動機付自転車又は小型特

殊自動車が法第445条若しくは第87条の２、第90

条又は第86条第３項ただし書の規定によって種別

割を課されないこととなったときにおける当該原

動機付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は使

用者についても、また、同様とする。 

２ 法第443条若しくは第86条の２、第87条又は第86

条第３項ただし書の規定によって軽自動車税を課

することのできない原動機付自転車又は小型特殊

自動車の所有者又は使用者は、その主たる定置場

が、市内に所在することとなったときは、その事由

が発生した日から15日以内に、市長に対し、標識交

付申請書を提出し、かつ、当該原動機付自転車又は

小型特殊自動車の提示をして、その車体に取り付け

るべき標識の交付を受けなければならない。軽自動

車税を課されるべき原動機付自転車又は小型特殊

自動車が法第443条若しくは第86条の２、第87条又

は第86条第３項ただし書の規定によって軽自動車

税を課されないこととなったときにおける当該原

動機付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は使

用者についても、また、同様とする。 

３～６ 略 ３～６ 略 

７ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受け

た者は、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車

を所有し、若しくは使用しないこととなったとき

又は当該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対

して種別割が課されることとなったときは、その

事由が発生した日から15日以内に、市長に対し、

その標識及び証明書を返納しなければならない。 

７ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受け

た者は、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車を

所有し、若しくは使用しないこととなったとき又は

当該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対して

軽自動車税が課されることとなったときは、その事

由が発生した日から15日以内に、市長に対し、その

標識及び証明書を返納しなければならない。 

８及び９ 略 ８及び９ 略 

  

附 則 附 則 

  

第15条 略 第15条 略 

  

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例）  

第15条の２ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収

は、当分の間、第１章第２節の規定にかかわらず、

鳥取県が、自動車税の環境性能割の賦課徴収の例

により、行うものとする。 

 

  

（軽自動車税の環境性能割の非課税、課税免除及

び減免の特例） 

 

第15条の３ 市長は、当分の間、第87条の２の規定

にかかわらず、鳥取県における自動車税の環境性

能割非課税の例により、軽自動車税の環境性能割

を課さない。 

 

２ 市長は、当分の間、鳥取県における自動車税の

環境性能割の課税免除の例により、軽自動車税の

環境性能割を課さない。 

 

３ 市長は、当分の間、第87条の８の規定にかかわ

らず、鳥取県における自動車税の環境性能割の減

免の例により、軽自動車税の環境性能割を減免す

る。 
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（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例）  

第15条の４ 第87条の６の規定による申告納付につ

いては、当分の間、同条中「市長」とあるのは、

「鳥取県知事」とする。 

 

  

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交

付） 

 

第15条の５ 市は、鳥取県が軽自動車税の環境性能

割の賦課徴収に関する事務を行うために要する費

用を補償するため、法附則第29条の16第１項に掲

げる金額の合計額を徴収取扱費として鳥取県に交

付する。 

 

  

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例）  

第15条の６ 営業用の三輪以上の軽自動車に対する

第87条の４の規定の適用については、当分の間、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

 

 第１号 100分の１ 100分の0.5   

 第２号 100分の２ 100分の１   

 第３号 100分の３ 100分の２   

２ 自家用の三輪以上の軽自動車に対する第87条の

４（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用に

ついては、同号中「100分の３」とあるのは、「100

分の２」とする。 

 

  

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の税率の特例） 

第16条 法附則第30条第１項に規定する三輪以上の

軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第444

条第３項に規定する車両番号の指定（以下この条

において「初回車両番号指定」という。）を受け

た月から起算して14年を経過した月の属する年度

以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第88条

の規定の適用については、当分の間、次の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第16条 法附則第30条第１項に規定する三輪以上の

軽自動車に対する当該軽自動車が初めて道路運送

車両法第60条第１項後段の規定による車両番号の

指定（以下この条において「初回車両番号指定」と

いう。）を受けた月から起算して14年を経過した月

の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係る第

88条の規定の適用については、当分の間、次の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第２号ア(イ) 3,900円 4,600円   第２号ア 3,900円 4,600円  

 第２号ア(ウ)a 6,900円 8,200円   6,900円 8,200円  

 10,800円 12,900円   10,800円 12,900円  

 第２号ア(ウ)b 3,800円 4,500円   3,800円 4,500円  

 5,000円 6,000円   5,000円 6,000円  

 ２ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に掲げる

三輪以上の軽自動車に対する第88条の規定の適用

については、当該軽自動車が平成28年４月１日から

平成29年３月31日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には、平成29年度分の軽自動車税に限

り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 
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  第２号ア 3,900円 1,000円  

  6,900円 1,800円  

  10,800円 2,700円  

  3,800円 1,000円  

  5,000円 1,300円  

 ３ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に掲げる

三輪以上の軽自動車（ガソリンを内燃機関の燃料と

して用いるものに限る。次項において同じ。）に対

する第88条の規定の適用については、当該軽自動車

が平成28年４月１日から平成29年３月31日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には、平成29年

度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

  第２号ア 

 

3,900円 2,000円  

  6,900円 3,500円  

  10,800円 5,400円  

  3,800円 1,900円  

  5,000円 2,500円  

 ４ 法附則第30条第５項第１号及び第２号に掲げる

三輪以上の軽自動車（前項の規定の適用を受けるも

のを除く。）に対する第88条の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成28年４月１日から平成29年

３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には、平成29年度分の軽自動車税に限り、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

  第２号ア 

 

3,900円 3,000円  

  6,900円 5,200円  

  10,800円 8,100円  

  3,800円 2,900円  

  5,000円 3,800円  

  

 

第３条 倉吉市税条例の一部を改正する条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動条項等」とい

う。）に対応する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動

後条項等」という。）が存在する場合には、当該移動条項等を当該移動後条項等とし、移動条項等に対

応する移動後条項等が存在しない場合には、当該移動条項等（以下「削除項」という。）を削り、移動

後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には、当該移動後条項等（以下「追加条等」）を加え

る。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに削除項を除く。以下「改正部分」

という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条等を除く。

以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分

い対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。 

 

改正後 改正前 

  

附 則 附 則 
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（施行期日） （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 

(１) 第１条中倉吉市税条例第19条の改正（第４

号に掲げる部分を除く。）並びに同条例第46条、

第51条及び第53条、附則第20条の２及び第20条

の３の改正並びに第３条中倉吉市税条例等の一

部を改正する条例（平成27年倉吉市条例第23号）

附則第３条第７項の改正（「、新条例」を「、

倉吉市税条例」に、「掲げる新条例」を「掲げ

る同条例」に改める部分及び同項の表第19条第

３号の項中「第51条第１項の申告書（法第321条

の８第22項及び第23項の申告書を除く。）、」

を削る部分に限る。）並びに次条第１項及び第

３項及び第４項の規定 平成29年１月１日 

(１) 第１条中倉吉市税条例第19条の改正（次号

に掲げる部分を除く。）並びに同条例第46条、

第51条及び第53条、附則第20条の２及び第20条

の３の改正並びに第３条中倉吉市税条例等の一

部を改正する条例（平成27年倉吉市条例第23号）

附則第３条第７項の改正（「、新条例」を「、

倉吉市税条例」に、「掲げる新条例」を「掲げ

る同条例」に改める部分及び同項の表第19条第

３号の項中「第51条第１項の申告書（法第321条

の８第22項及び第23項の申告書を除く。）、」

を削る部分に限る。）並びに次条第１項及び第

４項及び第５項の規定 平成29年１月１日 

(２) 第１条中倉吉市税条例附則第16条の改正及

び附則第３条の規定 平成29年４月１日 

(２) 第１条中倉吉市税条例第18条の３の改正、

同条例第19条の改正（「）、第55条の７、第70

条」の次に「、第87条の６第１項」を加える部

分、同条第２号中「第104条第１項」を「第87条

の６第１項の申告書、第104条第１項」に改める

部分及び同条第３号中「第104条第１項」を「第

87条の６第１項の申告書、第104条第１項」に改

める部分に限る。）、同条例第36条の４及び第

86条の改正、同条例第86条の２を削る改正、同

条例第87条の改正、同条の次に７条を加える改

正、同条例第88条から第97条までの改正並びに

同条例附則第15条の次に５条を加える改正及び

同条例附則第16条の改正並びに第２条の規定並

びに第３条中倉吉市税条例等の一部を改正する

条例（平成27年倉吉市条例第23号）附則第３条

第７項の表第19条第３号の項の改正（「第104条

第１項」を「第87条の６第１項の申告書、第104

条第１項」に改める部分に限る。）並びに次条

第３項及び附則第３条の規定 平成29年４月１

日 

(３) 略 (３) 略 

(４) 第１条の２及び第２条の規定並びに第３条

中倉吉市税条例等の一部を改正する条例（平成

27年倉吉市条例第23号）附則第３条第７項の表

第19条第３号の項の改正（「第104条第１項」を

「第87条の６第１項の申告書、第104条第１項」

に改める部分に限る。）並びに附則第２条の２

及び第４条の規定 平成31年10月１日 

 

  

（市民税に関する経過措置） （市民税に関する経過措置） 

第２条 略 第２条 略 

２ 略 ２ 略 

 ３ 新条例第36条の４の規定は、前条第２号に掲げ

る規定の施行の日以後に開始する事業年度分の法

人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度
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分の法人の市民税について適用し、同日前に開始

した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始

した連結事業年度分の法人の市民税については、

なお従前の例による。 

３ 略 ４ 略 

４ 略 ５ 略 

  

第２条の２ 第１条の２の規定による改正後の倉吉

市税条例（附則第４条において「31年新条例」と

いう。）第36条の４の規定は、附則第１条第４号

に掲げる規定の施行の日以後に開始する事業年度

分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事

業年度分の法人の市民税について適用し、同日前

に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前

に開始した連結事業年度分の法人の市民税につい

ては、なお従前の例による。 

 

  

（軽自動車税に関する経過措置）  

第３条 新条例附則第16条の規定は、平成29年度分

の軽自動車税について適用する。 

 

  

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 31年新条例の規定中軽自動車税の環境性能

割に関する部分は、附則第１条第４号に掲げる規

定の施行の日以後に取得された三輪以上の軽自動

車に対して課する軽自動車税の環境性能割につい

て適用する。 

第３条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に

関する部分は、附則第１条第２号に掲げる規定の

施行の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に

対して課する軽自動車税の環境性能割について適

用する。 

２ 31年新条例の規定中軽自動車税の種別割に関す

る部分は、平成32年度以後の年度分の軽自動車税

の種別割について適用し、平成31年度分までの軽

自動車税については、なお従前の例による。 

２ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部

分は、平成29年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割について適用し、平成28年度分までの軽自動

車税については、なお従前の例による。 

  

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

45





議案第３４号 

 

倉吉市手数料条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市手数料条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 倉吉市手数料条例（平成12年倉吉市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同

表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

 

 改正後 改正前 

  

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

  手数料

を徴収

する事

務 

手数

料の

名称 

手数料の額    手数料

を徴収

する事

務 

手数

料の

名称 

手数料の額  

 １～56 略   １～56 略  

 57 建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律（平成

27年法

律第53

号。以下

「建築

物省エ

ネ法」と

いう。）

第12条

第１項

又は第

13条第

２項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画に係

る建築

物エネ

ルギー

消費性

能適合

性判定 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定手

数料 

認

定

に

係

る

(１

)及

び

(２

)の

部

分

ご

と

に

規

定

す

る

手

数

料

の

額

を

合

算

し

た

額 

(１) 

工

場

で

な

い

非

住

宅

部

分 

ア 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令（平成28年経

済産業省・国土交通省

令第１号。以下「消費

性能等基準」という。）

第１条第１項第１号

イに基づきエネルギ

ー消費性能の評価を

行った場合 

       

       

 床面積の合

計が 300 ㎡

未満のもの 

１件につき       

 214,000円     

 床面積の合

計が 300 ㎡

以上 2,000

㎡未満のも

の 

１件につき      

 346,000円     

 床面積の合

計が 2,000

㎡以上

5,000 ㎡未

満のもの 

１件につき       

 493,000円     

 床面積の合

計が 5,000

㎡以上

10,000 ㎡未

満のもの 

１件につき      

 608,000円     

 床面積の合

計が 10,000

㎡以上

25,000 ㎡未

満のもの 

１件につき      

 718,000円     

 床面積の合

計が 25,000

㎡以上のも

の 

１件につき      

 820,000円     
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 イ 消費性能等基準第

１条第１項第１号ロ

に基づきエネルギー

消費性能の評価を行

った場合 

        

 床面積の合

計が300㎡

未満のもの 

１件につき       

 82,000円     

 床面積の合

計が300㎡

以上2,000

㎡未満のも

の 

１件につき      

 137,000円     

 床面積の合

計が2,000

㎡以上

5,000㎡未

満のもの 

１件につき       

 222,000円     

 床面積の合

計が5,000

㎡以上

10,000㎡未

満のもの 

１件につき      

 290,000円     

 床面積の合

計が10,000

㎡以上

25,000㎡未

満のもの 

１件につき      

 348,000円     

 床面積の合

計が25,000

㎡以上のも

の 

１件につき      

 409,000円     

    

 

 

(２) 

工場

であ

る非

住宅

部分 

ア 消費性能等基準第

１条第１項第１号イ

に基づきエネルギー

消費性能の評価を行

った場合 

        

 床面積の合

計が 300 ㎡

未満のもの 

１件につき      

 21,000円     

 床面積の合

計が 300 ㎡

以上 2,000

㎡未満のも

の 

１件につき      

40,000円 

     

 床面積の合

計が 2,000

㎡以上

5,000 ㎡未

満のもの 

１件につき      

 96,000円     

 床面積の合 １件につき      
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 計が 5,000

㎡以上

10,000 ㎡未

満のもの 

141,000円     

 床面積の合

計が 10,000

㎡以上

25,000 ㎡未

満のもの 

１件につき      

 175,000円     

 床面積の合

計が 25,000

㎡以上のも

の 

１件につき      

 216,000円     

     イ 消費性能等基準第

１条第１項第１号ロ

に基づきエネルギー

消費性能の評価を行

った場合 

 

１

       

 床面積の合

計が300㎡

未満のもの 

１件につき      

 18,000円     

 床面積の合

計が300㎡

以上2,000

㎡未満のも

の 

１件につき      

 35,000円     

 床面積の合

計が2,000

㎡以上

5,000㎡未

満のもの 

１件につき      

 89,000円     

 床面積の合

計が5,000

㎡以上

10,000㎡未

満のもの 

１件につき      

 134,000円     

 床面積の合

計が10,000

㎡以上

25,000㎡未

満のもの 

１件につき      

 167,000円     

 床面積の合

計が25,000

㎡以上のも

の 

１件につき      

 207,000円     

 58 建築物

省エネ

法第12

条第２

項又は

建築

物エ

ネル

ギー

消費

57の項中「床面積」とあるのを「増

加し、又は減少する床面積」と読

み替えて適用する同項に規定する

手数料の額に、同項中「床面積」

とあるのを「変更後の床面積（増
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第13条

第３項

の規定

による

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画の変

更に係

る建築

物エネ

ルギー

消費性

能適合

性判定 

性能

変更

適合

性判

定手

数料 

加し、又は減少する部分を除く。）」

と読み替えて適用する同項に規定

する手数料の額に２分の１を乗じ

て得た額を加算した額 

 59 建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律施行

規則（平

成28年

国土交

通省令

第５号）

第11条

の規定

による

軽微な

変更に

該当し

ている

ことを

証する

書面の

交付 

建築

物消

費エ

ネル

ギー

性能

軽微

変更

該当

証明

書交

付手

数料 

57の項中「床面積」とあるのを「増

加し、又は減少する床面積」と読

み替えて適用する同項に規定する

手数料の額に、同項中「床面積」

とあるのを「変更後の床面積（増

加し、又は減少する部分を除く。）」

と読み替えて適用する同項に規定

する手数料の額に２分の１を乗じ

て得た額を加算した額 

       

 60 建築物

省エネ

法第29

条第１

項の規

定に基

づく建

築物エ

ネルギ

ー消費

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

認定

及び

(１) 登録建築物調査機関又は登

録住宅性能評価機関のうち市長

が認めたものが作成した書類で

あって建築物エネルギー消費性

能向上計画に係る認定を申請す

る場合にあっては、建築物省エ

ネ法第30条第１項各号、建築物

エネルギー消費性能に係る認定

を申請する場合にあっては、建

築物省エネ法第２条第３号に掲

  57 建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律（平成

27年法

律第53

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

向 上

計 画

認 定

及 び

(１) 登録建築物調査機関又は登

録住宅性能評価機関のうち市長

が認めたものが作成した書類で

あって建築物エネルギー消費性

能向上計画に係る認定を申請す

る場合にあっては、建築物省エ

ネ法第30条第１項各号、建築物

エネルギー消費性能に係る認定

を申請する場合にあっては、建

築物省エネ法第２条第３号に掲
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性能向

上計画

（以下

「建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画」と

いう。）

に係る

認定及

び第36

条第１

項の規

定に基

づく建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能（以

下「建築

物エネ

ルギー

消費性

能」とい

う。）に

係る認

定の申

請に対

する審

査 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

認定

申請

手数

料 

げる基準に適合することを証す

るもの（以下「省エネ基準適合

証」という。）の添付がないも

の 

号。以下

「建築

物省エ

ネ法」と

いう。）

第29条

第１項

の規定

に基づ

く建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画（以

下「建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画」と

いう。）

に係る

認定及

び第36

条第１

項の規

定に基

づく建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能（以

下「建築

物エネ

ルギー

消費性

能」とい

う。）に

係る認

定の申

請に対

する審

査 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

認 定

申 請

手 数

料 

げる基準に適合することを証す

るもの（以下「省エネ基準適合

証」という。）の添付がないも

の 

 認定

に係

るア

及び

イの

部分

ごと

に規

定す

る手

数料

の額

を合

算し

た額 

ア 

住

宅

の

住

戸

部

分 

ａ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第10

条第２号イ及びロに

基づき、建築物エネル

ギー消費性能に係る

認定にあっては、消費

性能等基準第１条第

１項第２号イ(１)及

びロ(１)に基づき、エ

ネルギー消費性能の

評価を行った場合 

  認定

に係

るア

及び

イの

部分

ごと

に規

定す

る手

数料

の額

を合

算し

た額 

ア 

住

宅

の

住

戸

部

分 

ａ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

建築物エネルギー消

費性能基準等を定め

る省令（平成28年経済

産業省・国土交通省令

第１号。以下「消費性

能等基準」という。）

第８条第２号イ及び

ロに基づき、建築物エ

ネルギー消費性能に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第１

条 第 １項 第 ２号 イ

(１)及びロ(１)に基

づき、エネルギー消費

性能の評価を行った

場合 

 

 略   略  

    ｂ 消費性能等基準第

１条第１項第２号イ

(２)及びロ(２)に基

づき建築物エネルギ

ー消費性能に係る認

定に係る部分のエネ

ルギー消費性能の評

価を行った場合 

     ｂ 消費性能等基準第

１条第１項第２号イ

(２)及びロ(２)に基

づき建築物エネルギ

ー消費性能に係る認

定に係る部分のエネ

ルギー消費性能の評

価を行った場合 

 

 略   略  

    イ 

非住

宅部

分 

ａ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第10

条第１号イ(１)及び

ロ(１)に基づき、建築

物エネルギー消費性

能に係る認定におい

ては、消費性能等基準

第１条第１項第１号

イに基づき、エネルギ

ー消費性能の評価を

行った場合 

    イ 

非住

宅部

分 

ａ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第８

条第１号イ(１)及び

ロ(１)に基づき、建築

物エネルギー消費性

能に係る認定におい

ては、消費性能等基準

第１条第１項第１号

イに基づき、エネルギ

ー消費性能の評価を

行った場合 

 

 略   略  

     ｂ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

      ｂ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、
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消費性能等基準第10

条第１号イ(２)及び

ロ(２)に基づき、建築

物エネルギー消費性

能に係る認定にあっ

ては、消費性能等基準

第１条第１項第１号

イに基づき、エネルギ

ー消費性能の評価を

行った場合 

消費性能等基準第８

条第１号イ(２)及び

ロ(２)に基づき、建築

物エネルギー消費性

能に係る認定にあっ

ては、消費性能等基準

第１条第１項第１号

イに基づき、エネルギ

ー消費性能の評価を

行った場合 

 略   略  

   (２) 省エネ基準適合証の添付が

あるもの 

    (２) 省エネ基準適合証の添付が

あるもの 

 

 認定

に係

るア

及び

イの

部分

ごと

に規

定す

る手

数料

の額

を合

算し

た額 

ア 

住

宅

の

住

戸

部

分 

ａ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第10

条第２号イ及びロに

基づき、建築物エネル

ギー消費性能に係る

認定にあっては、消費

性能等基準基準第１

条第１項第２号イ

(１)及びロ(１)に基

づき、エネルギー消費

性能の評価を行った

場合 

  認定

に係

るア

及び

イの

部分

ごと

に規

定す

る手

数料

の額

を合

算し

た額 

ア 

住

宅

の

住

戸

部

分 

ａ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第８

条第２号イ及びロに

基づき、建築物エネル

ギー消費性能に係る

認定にあっては、消費

性能等基準基準第１

条第１項第２号イ

(１)及びロ(１)に基

づき、エネルギー消費

性能の評価を行った

場合 

 

 略   略  

     ｂ 消費性能等基準第

１条第１項第２号イ

(２)及びロ(２)に基

づき建築物エネルギ

ー消費性能に係る認

定に係る部分のエネ

ルギー消費性能の評

価を行った場合 

      ｂ 消費性能等基準第

１条第１項第２号イ

(２)及びロ(２)に基

づき建築物エネルギ

ー消費性能に係る認

定に係る部分のエネ

ルギー消費性能の評

価を行った場合 

 

 略   略  

    イ 

非

住

宅

部

分 

ａ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第10

条第１号イ(１)及び

ロ(１)に基づき、建築

物エネルギー消費性

能に係る認定にあっ

ては、消費性能等基準

第１条第１項第１号

イに基づき、エネルギ

ー消費性能の評価を

行った場合 

     イ 

非

住

宅

部

分 

ａ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第８

条第１号イ(１)及び

ロ(１)に基づき、建築

物エネルギー消費性

能に係る認定にあっ

ては、消費性能等基準

第１条第１項第１号

イに基づき、エネルギ

ー消費性能の評価を

行った場合 
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 略   略  

     ｂ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第10

条第１号イ(２)及び

ロ(２)に、建築物エネ

ルギー消費性能に係

る認定にあっては、消

費性能等基準第１条

第１項第１号イに基

づきエネルギー消費

性能の評価を行った

場合 

      ｂ 建築物エネルギー

消費性能向上計画に

係る認定にあっては、

消費性能等基準第８

条第１号イ(２)及び

ロ(２)に、建築物エネ

ルギー消費性能に係

る認定にあっては、消

費性能等基準第１条

第１項第１号イに基

づきエネルギー消費

性能の評価を行った

場合 

 

 略   略  

 61 建 築 物

省 エ ネ

法 第 31

条 第 １

項 の 規

定 に よ

る 建 築

物 エ ネ

ル ギ ー

消 費 性

能 向 上

計 画 の

変 更 の

認 定 の

申 請 に

対 す る

審査 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

及び

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

に係

る変

更認

定申

請手

数料 

60の項中「床面積」とあるのを「増

加し、又は減少する床面積（ただ

し、住宅の部分については、増加

する床面積に限る。）」と読み替

えて適用する同項に規定する手数

料の額に、同項中「床面積」とあ

るのを「変更する部分の床面積（増

加し、又は減少する部分を除く。）」

と読み替えて適用する同項に規定

する手数料の額に２分の１を乗じ

て得た額に相当する額を加算した

額 

  58 建築 物

省エ ネ

法第 31

条第 １

項の 規

定に よ

る建 築

物エ ネ

ルギ ー

消費 性

能向 上

計画 の

変更 の

認定 の

申請 に

対す る

審査 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

向 上

計 画

及 び

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

に 係

る 変

更 認

定 申

請 手

数料 

57の項中「床面積」とあるのを「増

加し、又は減少する床面積（ただ

し、住宅の部分については、増加

する床面積に限る。）」と読み替

えて適用する同項に規定する手数

料の額に、同項中「床面積」とあ

るのを「変更する部分の床面積（増

加し、又は減少する部分を除く。）」

と読み替えて適用する同項に規定

する手数料の額に２分の１を乗じ

て得た額に相当する額を加算した

額 

 

 62 建 築 物

省 エ ネ

法 第 30

条 第 ２

項（建築

物 省 エ

ネ 法 第

31 条 第

２ 項 に

お い て

準 用 す

る 場 合

を 含

む。）の

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

及び

建築

物エ

ネル

ギー

消費

60の項又は61の項に規定する手数

料の額に１の項に規定する手数料

の額を加算した額 

  59 建築 物

省エ ネ

法第 30

条第 ２

項（建築

物省 エ

ネ法 第

31 条 第

２項 に

おい て

準用 す

る場 合

を 含

む。）の

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

向 上

計 画

及 び

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

57の項又は58の項に規定する手数

料の額に１の項に規定する手数料

の額を加算した額 
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規 定 に

よ る 申

出 に 基

づ く 建

築 物 エ

ネ ル ギ

ー 消 費

性 能 向

上 計 画

の 認 定

の 申 請

に 対 す

る審査 

性能

に係

る

（変

更）

認定

及び

建築

確認

申請

手数

料 

規定 に

よる 申

出に 基

づく 建

築物 エ

ネル ギ

ー消 費

性能 向

上計 画

の認 定

の申 請

に対 す

る審査 

性 能

に 係

る

（ 変

更 ）

認 定

及 び

建 築

確 認

申 請

手 数

料 

 備考   備考  

 １及び２ 略   １及び２ 略  

  

 
附 則 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

54





議案第３５号 

 

倉吉市特別医療費助成条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市特別医療費助成条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市特別医療費助成条例の一部を改正する条例 

 

第１条 倉吉市特別医療費助成条例（昭和48年倉吉市条例第42号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する

同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場

合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、

当該改正後部分を加える。 

 

改正後 改正前 

  

（一部負担金） （一部負担金） 

第３条の２ 前条第２項第２号の一部負担金の額

は、健康保険法第63条第３項第１号に規定する保

険医療機関（以下「保険医療機関」という。）又

は同法第88条第１項に規定する訪問看護事業を行

う事業所（以下「訪問看護事業所」という。）ご

とに、それぞれ１月につき、同法第76条第２項及

び第３項又は第88条第４項及び第５項の規定によ

り算定された額（障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律施行令（平成18年

政令第10号）第35条第１号に規定する高額治療継

続者にあっては、その者が障害者総合支援法第52

条の支給認定を受けた自立支援医療の種類に係る

ものを除く。）に100分の10を乗じて得た額（その

額に、５円未満の端数があるときはこれを切り捨

て、５円以上10円未満の端数があるときはこれを

10円に切り上げた額とする。）とする。 

第３条の２ 前条第２項第２号の一部負担金の額

は、健康保険法第63条第３項第１号に規定する保

険医療機関（以下「保険医療機関」という。）又

は同法第88条第１項に規定する訪問看護事業を行

う事業所（以下「訪問看護ステーション」という。）

ごとに、それぞれ１月につき、同法第76条第２項

及び第３項又は第88条第４項及び第５項の規定に

より算定された額（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律施行令（平成18

年政令第10号）第35条第１号に規定する高額治療

継続者にあっては、その者が障害者総合支援法第

52条の支給認定を受けた自立支援医療の種類に係

るものを除く。）に100分の10を乗じて得た額（そ

の額に、５円未満の端数があるときはこれを切り

捨て、５円以上10円未満の端数があるときはこれ

を10円に切り上げた額とする。）とする。 

２ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関又は訪

問看護事業所ごとに、それぞれ１月につき、次の

表の左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に定める

額を上限とする。 

２ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関又は訪

問看護ステーションごとに、それぞれ１月につき、

次の表の左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に定

める額を上限とする。 

 

医療を受け

る者の区分 

一部負担金上限額   

医療を受け

る者の区分 

一部負担金上限額  

 健康保険法第

63条第１項第

５号に掲げる

給付（以下「入

院給付」とい

う。）の場合 

健康保険法第

63条第１項第

１号から第４

号までに掲げ

る給付（同項第

５号に掲げる

給付に伴うも

のを除く。以下

「外来給付」と

いう。）又は同

法第88条第１

項の訪問看護

療養費の給付

（以下「訪問看

護療養給付」と

いう。）の場合 

  健康保険法第

63条第１項第

５号に掲げる

給付（以下「入

院給付」とい

う。）の場合 

健康保険法第

63条第１項第

１号から第４

号までに掲げ

る給付（同項第

５号に掲げる

給付に伴うも

のを除く。以下

「外来給付」と

いう。）又は同

法第88条第１

項の訪問看護

療養費の給付

の場合 

 

 略   略  

  

３ 前条第２項第３号から第５号までの一部負担金 ３ 前条第２項第３号から第５号までの一部負担金
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の額は、保険医療機関又は訪問看護事業所ごとに、

入院給付にあっては、健康保険法施行令（大正15

年勅令第243号）第43条第１項第１号ホ又は第２号

ハ若しくはニの規定による認定を受けている者そ

の他の規則で定める者（第５項に規定する者を除

く。）が、同一の月に同一の保険医療機関におい

て入院給付を16日以上受けたときの16日目以降の

入院給付を除き１日につき1,200円、外来給付又は

訪問看護療養給付にあっては、同一の月に同一の

保険医療機関又は訪問看護事業所において外来給

付を５回以上受けたときの５回目以降の外来給付

又は訪問看護療養給付を除き１日につき530円と

する。 

の額は、保険医療機関ごとに、入院給付にあって

は、健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）第

43条第１項第１号ホ又は第２号ハ若しくはニの規

定による認定を受けている者その他の規則で定め

る者（第５項に規定する者を除く。）が、同一の

月に同一の保険医療機関において入院給付を16日

以上受けたときの16日目以降の入院給付を除き１

日につき1,200円、外来給付にあっては、同一の月

に同一の保険医療機関において外来給付を５回以

上受けたときの５回目以降の外来給付を除き１日

につき530円とする。 

４ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関又は訪

問看護事業所ごとに、外来給付にあっては健康保

険法第76条第２項又は第３項の規定により算定し

た額に社会保険各法に定める被保険者負担割合を

乗じて得た額（その額に５円未満の端数があると

きはこれを切り捨て、５円以上10円未満の端数が

あるときはこれを10円に切り上げた額とする。）

を、訪問看護療養給付にあっては健康保険法第88

条第４項の規定により算定した額に社会保険各法

に定める被保険者負担割合を乗じて得た額（その

額に５円未満の端数があるときはこれを切り捨

て、５円以上10円未満の端数があるときはこれを

10円に切り上げた額とする。）を、健康保険法施

行令第41条第９項に規定する厚生労働大臣が定め

る疾病に係る社会保険各法の規定による認定を受

けている者が受けた入院給付にあっては１月につ

き１万円（同令第42条第９項第２号に該当する者

にあっては、２万円）を上限とする。 

４ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関ごとに、

外来給付にあっては健康保険法第76条第２項又は

第３項の規定により算定した額に社会保険各法に

定める被保険者負担割合を乗じて得た額（その額

に、５円未満の端数があるときはこれを切り捨て、

５円以上10円未満の端数があるときはこれを10円

に切り上げた額とする。）を、健康保険法施行令

第41条第９項に規定する厚生労働大臣が定める疾

病に係る社会保険各法の規定による認定を受けて

いる者が受けた入院給付にあっては１月につき１

万円（同令第42条第９項第２号に該当する者にあ

っては、２万円）を上限とする。 

５及び６ 略 ５及び６ 略 

  

（助成の方法） （助成の方法） 

第４条 医療費の助成は、医療を受けた保険医療機

関若しくは訪問看護事業所又は健康保険法第63条

第３項第１号に規定する保険薬局（以下「医療機

関等」という。）に支払うことによって行う。 

第４条 医療費の助成は、医療を受けた保険医療機

関若しくは訪問看護ステーション（別表第１号か

ら第３号までに掲げる者が医療を受けた場合に限

る。）又は健康保険法第63条第３項第１号に規定

する保険薬局（以下「医療機関等」という。）に

支払うことによって行う。 

  

 
第２条 倉吉市特別医療費助成条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という。）に対応する同表の改

正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動後号」という。）が存在する場合には、当該移動

号を当該移動後号とし、移動号に対応する移動後号が存在しない場合には、当該移動号（以下「削除号」

という。）を削る。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。以下「改正部分」という。）

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示を除く。以下「改正後部分」という。）

が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在し

ない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正
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後部分を加える。 

 

改正後 改正前 

  

（助成） （助成） 

第３条 略 第３条 略 

２ 前項の規定による助成の額は、次のとおりとす

る。 

２ 前項の規定による助成の額は、次のとおりとす

る。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

 (４) 別表第７号に掲げる者にあっては、医療費

（障害者総合支援法第58条第１項に規定する指

定自立支援医療に要する費用に限る。）から一

部負担金の額に相当する額を控除した額 

(４) 別表第７号から第９号までに掲げる者にあ

っては、医療費から一部負担金の額に相当する

額を控除した額の２分の１の額 

(５) 別表第８号及び第９号に掲げる者にあって

は、医療費から一部負担金の額に相当する額を

控除した額の２分の１の額 

  

（助成の方法） （助成の方法） 

第４条 略 第４条 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

４ 別表第７号に該当する者に係る医療費の助成

は、第１項の規定にかかわらず、被保険者等に支

払うことによって行う。 

４ 別表第７号及び第９号に該当する者に係る医療

費の助成は、第１項の規定にかかわらず、被保険

者等又はその後見人、配偶者、親権を行う者若し

くは扶養義務者に支払うことによって行う。 

５ 別表第８号及び第９号に該当する者に係る医療

費の助成は、第１項の規定にかかわらず、被保険

者等又はその後見人、配偶者、親権を行う者若し

くは扶養義務者に支払うことによって行う。 

５ 別表第８号に該当する者に係る医療費の助成

は、第１項の規定にかかわらず、被保険者等に支

払うことによって行う。 

  

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係） 

１及び２ 略 １及び２ 略 

３ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

（昭和25年法律第123号）第45条第２項の規定に

より交付を受けた精神障害者保健福祉手帳（以

下「精神障害者保健福祉手帳」という。）に精

神障がいの程度が１級である者として記載され

ている者であって、前年の所得の額が、その者

の扶養親族等の有無及び数に応じて、第１号の

表に定める基準額に満たないもの 

３ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

（昭和25年法律第123号）第45条第２項の規定に

より交付を受けた精神障害者保健福祉手帳に精

神障がいの程度が１級である者として記載され

ている者であって、前年の所得の額が、その者

の扶養親族等の有無及び数に応じて、第１号の

表に定める基準額に満たないもの 

４～６ 略 ４～６ 略 

 ７ 障害者総合支援法第54条第１項に規定する自

立支援医療（障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律施行令第１条の２

第３号に規定する精神通院医療に係るものに限

る。）の支給認定を受けている者（第３号に掲

げる者を除く。）のうち、規則で定めるもの 

７ 略 ８ 略 

８ 略 ９ 略 

９ 精神障害者保健福祉手帳に精神障がいの程度

が２級である者として記載されている者のう

ち、規則で定めるもの 
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備考 別表第１号から第９号までの規定に重複し

て該当する者にあっては、これらの規定のうち

当該者が選択するいずれかの規定を適用するも

のとする。 

備考 別表第１号から第６号までの規定に重複し

て該当する者にあっては、これらの規定のうち

当該者が選択するいずれかの規定を適用するも

のとする。 

  

 
附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する 
(１) 第２条の規定 平成29年８月１日 

(２) 附則第４項の規定 公布の日 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の倉吉市特別医療費助成条例の規定は、平成29年４月１日以後に受ける医

療に係る医療費の助成について適用し、同日前に受けた医療に係る医療費の助成については、なお従前

の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の倉吉市特別医療費助成条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成

29年８月１日（以下「施行日」という。）以後に受ける医療に係る医療費の助成について適用し、施行

日前に受けた医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

（準備行為） 

４ 医療費受給者に係る新条例第６条の規定による特別医療費受給資格証の申請、交付その他の手続は、

この条例の施行日前においても行うことができる。 
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議案第３６号 

 

倉吉市立保育所条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市立保育所条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 

60



倉吉市立保育所条例の一部を改正する条例 

 

倉吉市立保育所条例（昭和49年倉吉市条例第43号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動条」という。）に対応する同表の改正後

の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動後条」という。）が存在する場合には、当該移動条を当該

移動後条とし、移動後条に対応する移動条が存在しない場合には、当該移動後条を加える。 

 

改正後 改正前 

  

（保育料等） （保育料等） 

第４条 略 第４条 略 

  

（指定管理者による管理）  

第５条 市長は、地方自治法第244条の２第３項の規

定により、法人その他の団体であって市長が指定

するもの（以下「指定管理者」という。）に保育所

の管理に関する業務のうち次に掲げるものを行わ

せることができる。 

 

(１) 保育事業の実施に係る業務  

(２) 施設の維持管理に関する業務  

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と

認める業務 

 

  

（委任） （委任） 

第６条 略 第５条 略 

  

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３７号 

 

市道の路線の認定について 

 

次のとおり市道の路線を認定することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 

 

 

 

整理 

番号 
路 線 名 

起    点 
重要な経過地 

終    点 

① 三明寺１２号線 
倉吉市巌城字三通田９１０番１地先 

 
倉吉市巌城字三通田９３５番１地先 

② 小鴨福山線 
倉吉市中河原字穴田８９３番１地先  

倉吉市福山字大鴨３３７番１地先  

 

62



63



番号 ②

路線名 小鴨福山線

認定

延長 2,750.0m

幅員 5.0m

参考資料
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inakis
折れ線

inakis
線

inakis
線

inakis
線

inakis
線

inakis
線

inakis
線

inakis
線

inakis
線

inakis
線

inakis
線

inakis
線





議案第３８号 

 

情報通信技術の共同化に関する事務の委託に関する規約を定める協議について 

 

情報通信技術の共同化に関する事務の委託に関する次の規約を定める協議をすることについて、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第３項において準用する同法第２５２条の２

の２第３項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市と鳥取県との間の地方公共団体における情報通信技術の共同化に関する 

事務の委託に関する規約 

 

（委託事務の範囲） 

第１条 倉吉市（以下「甲」という。）は、地方公共団体における情報通信技術の共同化（以

下「自治体ＩＣＴ共同化」という。）に関する次に掲げる事務の一部（以下「委託事務」

という。）を鳥取県（以下「乙」という。）に委託する。 

 (１) 情報システムの標準化及び共同化に関する事務 

 (２) 情報システムの運用上の安全性の確保に関する事務 

 (３) 情報通信技術に関する業務に対応できる職員の育成に関する事務 

（経費の負担及び予算の執行） 

第２条 委託事務の管理及び執行に要する経費は、甲の負担とし、甲は、あらかじめ、こ

れを乙に交付するものとする。 

２ 前項の経費の額及び交付の時期は、鳥取県知事（以下「知事」という。）が、倉吉市長

（以下「市長」という。）と協議して定める。この場合において、知事は、あらかじめ、

委託事務の管理及び執行に要する経費の見積書及び事業計画書を市長に送付しなければ

ならない。 

第３条 知事は、委託事務の管理及び執行に係る収入及び支出については、乙の歳入歳出

予算において、委託事務の管理及び執行に要する経費、甲以外の者から受託した自治体Ｉ

ＣＴ共同化に関する事務に要する経費及び乙の自治体ＩＣＴ共同化に関する事務に要す

る経費を合算して計上するものとする。 

第４条 知事は、各年度において、前条の予算のうち委託事務の管理及び執行に要する経

費に残額がある場合においては、これを翌年度における甲の委託事務の管理及び執行に要

する経費として繰り越して使用するものとする。この場合においては、知事は、当該繰越

金の生じた理由を付記した計算書を当該年度の出納閉鎖後速やかに市長に提出しなけれ

ばならない。 

（決算の場合の措置） 

第５条 知事は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第６項の規定により

決算の要領を公表したときは、同時に当該決算の委託事務に関する部分を市長に通知する

ものとする。 

（委託事務を廃止する場合の措置） 

第６条 委託事務を廃止する場合においては、当該委託事務の管理及び執行に係る収支は、

廃止の日をもってこれを打ち切り、知事がこれを決算する。この場合において、決算に伴

って生ずる剰余金は、速やかに甲に還付しなければならない。 

（条例等改正の場合の措置） 

第７条 委託事務の管理及び執行について適用される乙の条例等の全部又は一部を変更し
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ようとする場合においては、知事は、あらかじめ、市長に通知しなければならない。  

第８条 委託事務の管理及び執行について適用される乙の条例等の全部又は一部が改正さ

れた場合においては、知事は、直ちに当該条例等を市長に通知しなければならない。 

（雑則） 

第９条 本規約に定めのない事項又は本規約に定める事項に関し疑義が生じたときは、甲

乙協議して定めるものとする。 

附 則 

 この規約は、平成２９年４月１日から施行する。 
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議案第３９号 

 

倉吉市高齢者生活福祉センターの指定管理者の指定について 

 

次のとおり倉吉市高齢者生活福祉センターの指定管理者の指定について、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市高齢者生活福祉センターの指定管理者の指定について 

 

１ 管理を行わせる施設の 倉吉市高齢者生活福祉センター 

名称及び所在地 倉吉市関金町関金宿１１１５番地２ 

 

２ 指定管理者 倉吉市福吉町１４００番地 

 社会福祉法人 倉吉市社会福祉協議会 

 会長 小谷喜寛 

 

３ 指定の期間 平成２９年４月１日から 

 平成３２年３月３１日まで 
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陳情第 １ 号

沖縄の声に共鳴して地方自治の堅持を日本政府に求める意見書提出について

１ 提 出 者 鳥取県労働組合総連合

議長 田中 暁

２ 受理年月日 平成２９年 １月１９日

別紙のとおり陳情書の提出があった。

平成２９年 ３月 ６日

倉吉市議会議長 高 田 周 儀

陳1



陳2



陳情第 ２ 号

最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書提出について

１ 提 出 者 鳥取県労働組合総連合

議長 田中 暁

２ 受理年月日 平成２９年 ２月１５日

別紙のとおり陳情書の提出があった。

平成２９年 ３月 ６日

倉吉市議会議長 高 田 周 儀

陳3



陳4



陳情第 ３ 号

公契約条例の制定による適正賃金・労働条件の確保と地域経済の振興を求める陳情

１ 提 出 者 鳥取県労働組合総連合

議長 田中 暁

２ 受理年月日 平成２９年 ２月１５日

別紙のとおり陳情書の提出があった。

平成２９年 ３月 ６日

倉吉市議会議長 高 田 周 儀

陳5



陳6






